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2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋 

2.6.1 基本設計 
2.6.1.1 設置の目的 
既設１～４号機の原子炉建屋，タービン建屋（コントロール建屋及び，２，３号機海水

配管トレンチ・立坑※１を含む），廃棄物処理建屋には，高レベル放射性汚染水（以下，

「滞留水」という。）が滞留している。また，集中廃棄物処理建屋のうち，プロセス主建

屋，雑固体廃棄物減容処理建屋（以下，「高温焼却炉建屋」という。）は，１～４号機の

タービン建屋の滞留水を移送するための受け入れ先とするものであることから，各建屋の

滞留水の状況を適切に監視し，放射性物質の建屋外への漏えいを防止するための機能を満

足する設備とする。 

※１：立坑とは，規模の大きな地中構造物のうち，比較的深い（１０ｍ 程度）「縦の坑道」をいう。 

 

2.6.1.2 要求される機能 
(1) 建屋等に滞留する滞留水の状況を監視できる機能を有し，建屋等の外への漏えいを防

止できる機能を有すること。 

 
(2) 汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等があった場合にも，建屋等の外への漏えい

を防止できるよう水位を管理できること。 

 
(3) 滞留水に起因する気体状の放射性物質の環境への放出を抑制・管理できる機能を有す

ること。 

 
(4) 建屋等周辺の地下水の放射性物質濃度を監視できる機能を有すること。 

 

2.6.1.3 設計方針 

(1) 建屋等の滞留水の状況を監視できる機能を有し，建屋等の外への漏えいを防止できる

機能を有する設計とする。 

具体的には，建屋等の滞留水の状況を監視できる機能として，水位計を設置する。ま

た，各建屋からの滞留水の漏えいを防止するために，建屋に滞留する滞留水の水位が地

下水の水位よりも低くなるように管理する必要があること，地下水の水位は，サブドレ

ン水※２の水位により確認していることから，建屋近傍の適切なサブドレンに水位計を設

置する。 
※２：サブドレン水とは，建屋周辺の地下水をいう。 

 
(2) 汚染水処理設備の長期間の停止，豪雨等があった場合にも，建屋等の外への漏えいが
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防止できるよう水位を管理する。 

具体的には，汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等に備え，タービン建屋等の水位

を余裕のある水位に維持することにより管理する。また，プロセス主建屋，高温焼却炉建

屋については，受け入れを停止すれば問題とならない。また，１～４号機の滞留水が急激

に増加した場合，タービン建屋の復水器等に貯留する。 

 
(3) 滞留水に起因する気体状の放射性物質の環境への放出を抑制・管理できる機能を有す

る設計とする。 

具体的には，滞留水に起因する気体状の放射性物質の環境への放出低減のため，可能な

限り地下開口部の閉塞を行い，必要に応じて各建屋についてダストサンプリングを実施

する。 

 
(4) 建屋等周辺の地下水の放射性物質濃度を監視できる機能を有する設計とする。 

具体的には，サブドレン水のサンプリングの測定箇所を適切に設定し，定期的に測定す

る。 

 
(5) 必要に応じて，貯留または滞留している滞留水から発生する可燃性ガスの検出，管理

及び処理が適切に行える機能を有する設計とする。 

具体的には，滞留水を建屋内に貯蔵した後に水素濃度測定を実施し水素の滞留のない

ことを確認する。また，念のため，必要に応じて換気口を設けるなど水素の滞留を抑制す

る。 

 
(6) 環境条件に対する設計上の考慮は，次の通りとする。 

海水による影響については，「Ⅲ.3.1.3.1.2(5) １～４号機原子炉建屋の点検につい

て及び，同 添付資料-6 コメント回答③」に記載している。 

 

(7) 電源停止に対する設計上の考慮は，次の通りとする。 

全電源喪失による水位の遠隔監視機能が喪失の場合でも，これまでの実績から地下水

の流入及び原子炉注水による水位の上昇は緩慢なものであり，水位のシミュレーション

も可能である。また，交流電源を使用しない別の水位計により電源復旧までの間，手動

での水位計測も可能である。以上のことから，漏えい防止の水位監視機能は喪失しない

ことから，安全上の問題は生じない。 

 

(8) 信頼性に対する設計上の考慮は，次の通りとする。 

建屋等の外への漏えいを防止できる機能については，多重性を持たないが，滞留水を貯

留する機能については，１～４号機各建屋の滞留水をプロセス主建屋，高温焼却炉建屋に
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移送することができ，更に，タービン建屋の復水器等にも移送が可能であり，それぞれ独

立した設備であることから多重性，独立性を有している。 

 
(9) 検査可能性に対する設計上の考慮は，次の通りとする。 

建屋そのものの構造・強度の健全性については，直接的には，水没部が高線量であり確

認することは出来ないが，類似箇所からの類推評価や解析により健全性を評価することが

可能である。 
また，建屋の滞留水を貯留する能力については，滞留水の水位制御により担保されてい

ることから，水位が規定の値に制御されていることにより能力が保たれていることを確認

することが可能である。また，建屋周囲のサブドレン水の放射能濃度を計測することによ

り，漏えいがないことを確認でき，滞留水の地下水への漏えいのないことを確認可能であ

る。 
 
(10) 建屋等内に滞留する滞留水の増加抑制及び滞留水漏えいリスク低減にかかる方針は，

次の通りとする。 

滞留水の増加抑制及び滞留水漏えいリスク低減を図るためには，今後，地下水位を管理

し地下水の流入を抑制し滞留水の水位を下げタービン建屋，原子炉建屋，廃棄物処理建屋

内にある滞留水を処理する必要がある。このため，地下水バイパス，トレンチ止水等の方

策を検討する。 

 

2.6.1.4 供用期間中に確認する項目 

(1) 建屋等の外への滞留水の漏えいを防止できる機能を有すること  

 

2.6.1.5 主要な機器 

(1) 設備概要 

滞留水を貯留している建屋等は，集中廃棄物処理建屋のうち，滞留水を貯留するプロ

セス主建屋，高温焼却炉建屋と，滞留水が滞留する１～４号機の原子炉建屋，タービン

建屋，廃棄物処理建屋で構成する。 

各号機の建屋等について設計内容を目標ごとに以下に記載する。 

 

(2) プロセス主建屋 

プロセス主建屋に貯留する滞留水は, １号機，２号機，３号機及び４号機から滞留水

移送装置（移送ポンプ，ポリエチレン管等）で移送され，汚染水処理設備で処理される

ことにより水位調整を行う。移送については，移送元の１～４号機の水位や移送先とな

る集中廃棄物処理建屋の水位の状況を考慮し実施する。 

プロセス主建屋について，以下のとおり設計する。 
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ａ．滞留水の監視及び建屋外への漏えい防止 

建屋等にある滞留水の状況を監視できる機能として，水位計を設置し，建屋内水

位を監視する。 

また，建屋からの漏えいを防止する機能として，以下について実施する。 

(a) 貫通部の止水 

漏えいの経路となり得る当該建屋の系外への貫通部に適切な止水を実施する。 

(b) 外壁，床面等の亀裂からの漏えい対策 

亀裂等からの漏えい対策として，外壁，床面等の亀裂や浸潤などにひび割れ補

修を実施する。 

(c) 建屋に貯留する滞留水の水位管理 

建屋に貯留する滞留水の水位がサブドレン水の水位よりも低くなるように管理

するため，建屋近傍の適切なサブドレンに水位計を設置する。 
(d) コンクリート壁中における放射性物質の拡散について 

建屋のコンクリート壁中を放射性物質が拡散し，漏えいする可能性があるた

め，拡散評価を行う。 

(e) サイトバンカ建屋における滞留水の対応について 
プロセス主建屋に隣接するサイトバンカ建屋においては，地下に滞留している

水に放射能が検出されていることから，プロセス主建屋に貯留する滞留水が両建

屋間を繋ぐ階段室を介し流入した可能性は否定できない。 
このため，サイトバンカ建屋の滞留水は適宜プロセス主建屋へ移送する。 
また，サイトバンカ建屋近傍のサブドレン水の水位及び放射能濃度を監視する。 
 

ｂ．汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等があった場合における建屋等の外への漏

えい防止 

汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等に備え，受け入れ元であるタービン建

屋等の水位を余裕のある水位に維持する。このことから，プロセス主建屋への受け

入れを停止すれば問題とならない。また，１～４号機の滞留水が急激に増加した場

合，タービン建屋の復水器等に貯留する。 

 

ｃ．気体状の放射性物質の放出抑制・管理 

滞留水に起因する気体状の放射性物質の環境への放出低減のため，可能な限り地

下開口部の閉塞を行う。また，必要に応じてプロセス主建屋についてもダストサン

プリングを実施する。 

なお，水の放射線分解により建屋内に水素が発生した場合の対策として設置する

局所排風機は，チャコールフィルタ，高性能粒子フィルタを通して排気するものと

する。 
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d． 地下水の放射性物質濃度の監視 

建屋等周辺の地下水の放射性物質濃度を監視できる機能として，サブドレン水の

サンプリングの測定箇所を適切に設定し，定期的に測定する。 

 

e． 滞留水から発生する可燃性ガスの検出，管理及び処理 

滞留水を建屋内に貯蔵した後に水素濃度測定を実施し，水素の滞留のないことを

確認する。また念のため，水の放射線分解により建屋内に水素が発生した場合の対

策として，建屋上部より吸気して排気する局所排風機を設置する。 
なお，滞留水に起因する気体状の放射性物質の環境への放出低減のため地下開口

部を閉塞する部位については，可燃性ガスが滞留する可能性がある閉塞部の付近に

て水素濃度について上昇傾向のないことの確認のためサンプリングを実施する。そ

れにより水素の滞留が確認された場合，対策を実施する。 
 

(3) 高温焼却炉建屋 

高温焼却炉建屋に貯留する滞留水は, １号機，２号機，３号機及び４号機から滞留水

移送装置（移送ポンプ，ポリエチレン管等）で移送することにより受け入れ，汚染水処

理設備により処理することにより水位調整を行う。移送については，移送元の１～４号

機の水位や移送先となる集中廃棄物処理建屋の水位の状況を考慮し実施する。 

高温焼却炉建屋について，以下のとおり設計する。 
a． 滞留水の監視及び建屋外への漏えい防止 

建屋等にある滞留水の状況を監視できる機能として，水位計を設置し，建屋内水

位を監視する。 

また，建屋からの漏えいを防止する機能として，以下について実施する。 

(a) 貫通部の止水 

漏えいの経路となり得る当該建屋の系外への貫通部に適切な止水工事を実施す

る。 

(b)  外壁，床面等の亀裂からの漏えい対策 

亀裂等からの漏えい対策として，外壁，床面等の亀裂や浸潤などにひび割れ補

修を実施する。 

(c)  建屋に貯留する滞留水の水位管理 

建屋に貯留する滞留水の水位がサブドレン水の水位よりも低くなるように管理

する。そのため，建屋近傍の適切なサブドレンに水位計を設置する。 

(d)  コンクリート壁中における放射性物質の拡散について 

建屋のコンクリート壁中を放射性物質が拡散し，漏えいする可能性があるた

め，拡散評価を行う。 
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(e)  隣接する地下通路への滞留水の漏えい対応について 
高温焼却炉建屋の滞留水は，隣接する地下通路に漏えいしていることが確認さ

れたが地下通路部の水位の方が高いことから漏えいは抑制されていると考える。

念のため，高温焼却炉建屋近傍のサブドレン水の水位及び放射能濃度を監視する。 
 

b． 汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等があった場合における建屋等の外への漏

えい防止 

汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等に備え，受け入れ元であるタービン建

屋等の水位を余裕のある水位に維持する。このことから，高温焼却炉建屋への受け

入れを停止すれば問題とならない。また，１～４号機の滞留水が急激に増加した場

合，タービン建屋の復水器等に貯留する。 
 

c． 気体状の放射性物質の放出抑制・管理 

滞留水に起因する気体状の放射性物質の環境への放出低減のため，可能な限り地

下開口部の閉塞を行う。また，必要に応じてプロセス主建屋についてもダストサン

プリングを実施する。 

なお，水の放射線分解により建屋内に水素が発生した場合の対策として設置する

局所排風機は，チャコールフィルタ，高性能粒子フィルタを通して排気するものと

する。 

 

d． 地下水の放射性物質濃度の監視 

建屋等周辺の地下水の放射性物質濃度を監視できる機能として，サブドレン水の

サンプリングの監視箇所を適切に設定し，定期的に測定する。 

 

e． 滞留水から発生する可燃性ガスの検出，管理及び処理 

滞留水を建屋内に貯蔵した後に水素濃度測定を実施し，水素の滞留のないことを

確認する。また念のため，水の放射線分解により建屋内に水素が発生した場合の対

策として，建屋上部より吸気して排気する局所排風機を設置する。 
なお，滞留水に起因する気体状の放射性物質の環境への放出低減のため地下開口

部を閉塞する部位については，可燃性ガスが滞留する可能性がある閉塞部の付近に

て水素濃度について上昇傾向のないことの確認のためサンプリングを実施する。そ

れにより水素の滞留が確認された場合，対策を実施する。 
 

(4) １号機 

１号機の滞留水については，原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋に滞留してお

り，原子炉建屋から主に廃棄物処理建屋を通って２号機廃棄物処理建屋へ流出するとと
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もに，タービン建屋にも流出する場合があると考えられる。これらの滞留水は，１号機原

子炉建屋・タービン建屋から３号タービン建屋または集中廃棄物処理建屋へ滞留水移送

装置（移送ポンプ，ポリエチレン管等）を通じて移送することにより水位調整を行う。ま

た，１号機タービン建屋の滞留水については，水位状況に応じて１号機廃棄物処理建屋へ

滞留水移送装置（移送ポンプ，ポリエチレン管等）を通じて２号機タービン建屋に移送す

る。移送については，移送元の各建屋の水位及び移送先の各建屋水位を考慮し実施する。

１号機の各建屋について，以下のとおり設計する。 

a． 滞留水の監視及び建屋外への漏えい防止 

建屋等にある滞留水の状況を監視できる機能として，原子炉建屋，タービン建

屋，廃棄物処理建屋に水位計を設置し滞留水の水位を監視する。 

また，建屋からの漏えいを防止する機能として，以下について実施する。 

(a) 建屋内滞留水の水位管理 

建屋内滞留水の水位がサブドレン水の水位よりも低くなるように管理するため，

原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋の滞留水と適切な測定箇所のサブドレ

ンに水位計を設置する。 

また，地下水バイパスにより建屋周辺の地下水の水位を低下させる場合におい

ても，建屋内滞留水の水位がサブドレン水位よりも低くなるように管理する。 

さらに，地下水による海洋汚染拡大防止を図るため１～４号機の既設護岸の前

面に遮水壁を設置した場合においても，建屋内滞留水の水位がサブドレン水位よ

りも低くなるように管理する。 

(b)  コンクリート壁中における放射性物質の拡散 

建屋のコンクリート壁中を放射性物質が拡散し，漏えいする可能性があるた

め，拡散評価を行う。 

 

b． 汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等があった場合における建屋等の外への漏

えい防止 

汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等に備え，１号機の滞留水が流入する２

号機タービン建屋等の水位を，余裕のある水位に維持する。また，１～４号機の滞

留水が急激に増加した場合，タービン建屋の復水器等に貯留する。 
 

c． 気体状の放射性物質の放出抑制・管理 

滞留水に起因する気体状の放射性物質の環境への放出低減のため，タービン建屋

及び廃棄物処理建屋について，可能な限り地下開口部の閉塞を行い，原子炉建屋上

部及び必要に応じてタービン建屋，廃棄物処理建屋についてダストサンプリングを

実施する。 
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d． 地下水の放射性物質濃度の監視 

建屋等周辺の地下水の放射性物質濃度を監視できる機能として，サブドレン水の

サンプリングの測定箇所を適切に設定し，定期的に測定する。 

 

e． 滞留水から発生する可燃性ガスの検出，管理及び処理 

滞留水に起因する気体状の放射性物質の環境への放出低減のため地下開口部を閉

塞の後，滞留する可能性がある閉塞部の付近にて水素濃度について上昇傾向のない

ことの確認のためサンプリングを実施する。それにより水素の滞留が確認された場

合，対策を実施する。 
 

(5) ２号機 

２号機の滞留水については，原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋に滞留して

おり，各建屋間において水位状況に応じた滞留水の連動があり，２号機原子炉建屋・タ

ービン建屋・廃棄物処理建屋から３号機タービン建屋または集中廃棄物処理建屋へ滞留

水移送装置（移送ポンプ，ポリエチレン管等）を通じて移送することにより水位調整を

行う。移送については，移送元の各建屋の水位及び移送先の各建屋水位を考慮し実施す

る。２号機の各建屋について，以下のとおり設計する。 

a． 滞留水の監視及び建屋外への漏えい防止 

建屋等にある滞留水の状況を監視できる機能として，原子炉建屋，タービン建

屋，廃棄物処理建屋に水位計を設置し滞留水の水位を監視する。 

また，建屋からの漏えいを防止する機能として，以下について実施する。 

(a) 建屋内滞留水の水位管理 

建屋内滞留水の水位がサブドレン水の水位よりも低くなるように管理するため，

原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋の滞留水と適切な測定箇所のサブドレ

ンに水位計を設置する。 

また，地下水バイパスにより建屋周辺の地下水の水位を低下させる場合におい

ても，建屋内滞留水の水位がサブドレン水位よりも低くなるように管理する。 

T.P.2,564mm※(O.P.4,000mm)に開口部を有する立坑については閉塞する。 

さらに，地下水による海洋汚染拡大防止を図るため１～４号機の既設護岸の前

面に遮水壁を設置する場合においても，建屋内滞留水の水位がサブドレン水位よ

りも低くなるように管理する。 

(b) コンクリート壁中における放射性物質の拡散 

建屋のコンクリート壁中を放射性物質が拡散し，漏えいする可能性があるた

め，拡散評価を行う。 

 

b． 汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等があった場合における建屋等の外への漏
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えい防止 

汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等に備え，タービン建屋等の水位を，余

裕のある水位に維持し，滞留水が急激に増加した場合の海洋への放出リスクの高ま

る T.P.2,564mm※(O.P.4,000mm)までの余裕を確保する。また，１～４号機の滞留水

が急激に増加した場合，タービン建屋の復水器等に貯留する。 
 

c． 気体状の放射性物質の放出抑制・管理 

滞留水に起因する気体状の放射性物質の環境への放出低減のため，タービン建屋

及び廃棄物処理建屋について，可能な限り地下開口部の閉塞を行い，原子炉建屋上

部及び必要に応じてタービン建屋，廃棄物処理建屋についてもダストサンプリング

を実施する。 

 

d． 地下水の放射性物質濃度の監視 

建屋等周辺の地下水の放射性物質濃度を監視できる機能として，サブドレン水の

サンプリングの測定箇所を適切に設定し，定期的に測定する。 

 
e． 滞留水から発生する可燃性ガスの検出，管理及び処理 

滞留水に起因する気体状の放射性物質の環境への放出低減のため地下開口部を閉

塞の後，滞留する可能性がある閉塞部の付近にて水素濃度について上昇傾向のない

ことの確認のためサンプリングを実施する。それにより水素の滞留が確認された場

合，対策を実施する。 

 

(6) ３号機 

３号機の滞留水については，原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋に滞留してお

り，３／４号機の各建屋間において水位状況に応じた滞留水の連動がある。また，１号機

および２号機から滞留水移送装置で移送された滞留水が流入する。これらの滞留水は３

号機原子炉建屋・タービン建屋・廃棄物処理建屋から４号機タービン建屋，集中廃棄物処

理建屋へ滞留水移送装置（移送ポンプ，ポリエチレン管等）で移送することにより水位調

整を行う。移送については，移送元の各建屋の水位及び移送先の各建屋水位を考慮し実施

する。３号機の各建屋について，以下のとおり設計する。 

a． 滞留水の監視及び建屋外への漏えい防止 

建屋等にある滞留水の状況を監視できる機能として，原子炉建屋，タービン建

屋，廃棄物処理建屋に水位計を設置し滞留水の水位を監視する。 

また，建屋からの漏えいを防止する機能として，以下について実施する。 

(a) 建屋内滞留水の水位管理 

建屋内滞留水の水位がサブドレン水の水位よりも低くなるように管理するた
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め，原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋の滞留水と適切な測定箇所のサ

ブドレンに水位計を設置する。 

また，地下水バイパスにより建屋周辺の地下水の水位を低下させる場合におい

ても，建屋内滞留水の水位がサブドレン水位よりも低くなるように管理する。 

T.P.2,564mm※(O.P.4,000mm)に開口部を有する立坑については閉塞する。 

さらに，地下水による海洋汚染拡大防止を図るため１～４号機の既設護岸の前

面に遮水壁を設置する場合においても，建屋内滞留水の水位がサブドレン水位よ

りも低くなるように管理する。 

(b) コンクリート壁中における放射性物質の拡散 

建屋のコンクリート壁中を放射性物質が拡散し，漏えいする可能性があるた

め，拡散評価を行う。 

 

b． 汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等があった場合における建屋等の外への漏

えい防止 

汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等に備え，タービン建屋等の水位を，余

裕のある水位に維持し，滞留水が急激に増加した場合の海洋への放出リスクの高ま

る T.P.2,564mm※(O.P.4,000mm)までの余裕を確保する。また，１～４号機の滞留水

が急激に増加した場合，タービン建屋の復水器等に貯留する。 
 

c． 気体状の放射性物質の放出抑制・管理 

滞留水に起因する気体状の放射性物質の環境への放出低減のため，タービン建屋

及び廃棄物処理建屋について，可能な限り地下開口部の閉塞を行い，原子炉建屋上

部及び必要に応じてタービン建屋，廃棄物処理建屋についてもダストサンプリング

を実施する。 

 

d． 地下水の放射性物質濃度の監視 

建屋等周辺の地下水の放射性物質濃度を監視できる機能として，サブドレン水の

サンプリングの測定箇所を適切に設定し定期的に測定する。 

 

e． 滞留水から発生する可燃性ガスの検出，管理及び処理 

滞留水に起因する気体状の放射性物質の環境への放出低減のため地下開口部を閉

塞の後，滞留する可能性がある閉塞部の付近にて水素濃度について上昇傾向のない

ことの確認のためサンプリングを実施する。それにより水素の滞留が確認された場

合，対策を実施する。 
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(7) ４号機 

４号機の滞留水については，原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋に滞留して

おり，３／４号機の各建屋間において水位状況に応じた滞留水の連動があり，３号機タ

ービン建屋または４号機原子炉建屋・タービン建屋・廃棄物処理建屋から滞留水移送装

置（移送ポンプ，ポリエチレン管等）で集中廃棄物処理建屋へ移送することにより水位

調整を行う。移送については，移送元の各建屋の水位及び移送先の各建屋水位を考慮し

実施する。４号機の各建屋について，以下のとおり設計する。 

a． 滞留水の監視及び建屋外への漏えい防止 

建屋等にある滞留水の状況を監視できる機能として，原子炉建屋，タービン建

屋，廃棄物処理建屋に水位計を設置し滞留水の水位を監視する。 

また，建屋からの漏えいを防止する機能として，以下について実施する。 

(a) 建屋内滞留水の水位管理 

建屋内滞留水の水位がサブドレン水の水位よりも低くなるように管理するた

め，原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋の滞留水と適切な測定箇所のサ

ブドレンに水位計を設置する。 

また，地下水バイパスにより建屋周辺の地下水の水位を低下させる場合におい

ても，建屋内滞留水の水位がサブドレン水位よりも低くなるように管理する。 

T.P.2,564mm※(O.P.4,000mm)に開口部を有する立坑については閉塞する。 

さらに，地下水による海洋汚染拡大防止を図るため１～４号機の既設護岸の前

面に遮水壁を設置する場合においても，建屋内滞留水の水位がサブドレン水位よ

りも低くなるように管理する。 

(b) コンクリート壁中における放射性物質の拡散 

建屋のコンクリート壁中を放射性物質が拡散し，漏えいする可能性があるため

拡散評価を実施する。 

 

b． 汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等があった場合における建屋等の外への漏

えい防止 

汚染水処理設備の長期間の停止及び豪雨等に備え，タービン建屋等の水位を，余

裕のある水位に維持し，滞留水が急激に増加した場合の海洋への放出リスクの高ま

る T.P.2,564mm※(O.P.4,000mm)までの余裕を確保する。また，１～４号機の滞留水

が急激に増加した場合，タービン建屋の復水器等に貯留する。 
 

c． 気体状の放射性物質の放出抑制・管理 

滞留水に起因する気体状の放射性物質の環境への放出低減のため，タービン建屋

及び廃棄物処理建屋について，可能な限り地下開口部の閉塞を行い，必要に応じて

原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋についてもダストサンプリングを実施
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する。 

 

d． 地下水の放射性物質濃度の監視 

建屋等周辺の地下水の放射性物質濃度を監視できる機能として，サブドレン水の

サンプリングの測定箇所を適切に設定し，定期的に測定する。 

 

e． 滞留水から発生する可燃性ガスの検出，管理及び処理 

滞留水に起因する気体状の放射性物質の環境への放出低減のため地下開口部を

閉塞の後，滞留する可能性がある閉塞部の付近にて水素濃度について上昇傾向のな

いことの確認のためサンプリングを実施する。それにより水素の滞留が確認された

場合，対策を実施する。 

 

※構内基準点沈下量（-709mm，平成 26 年 3 月測量)と O.P.から T.P.への換算値（-727mm）の和（-1,436mm）に

より換算。 

水位は，「2.35 サブドレン他水処理施設 添付-11 別紙-7 サブドレン及び建屋滞留水水位への測量結果の反映

について」に基づき，計測する。 

 

2.6.1.6 自然災害対策等 

(1) 津波 

津波対策は，「Ⅲ.3.1.3.2 津波への対応 」に記載している。 

 

(2) 豪雨・台風 

豪雨・台風対策は，「Ⅲ.3.1.4.1 台風・豪雨について」に記載している。 

 

(3) 竜巻 

竜巻対策は，「Ⅲ.3.1.4.2 竜巻について」に記載している。 

 

(4) 火災 

建屋内の各設備においては，設備毎に必要な火災対策を実施している。また，滞留水を

貯留・滞留している建屋地下エリアは，火気作業が無いため火災が発生するリスクが低く，

仮に火災が発生したとしても，滞留水の貯留機能に影響はないことから，追加の火災対策

は不要である。 
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2.6.1.7 構造強度及び耐震性 

(1) プロセス主建屋 

a． 東北地方太平洋沖地震後の地震応答解析，点検による確認 

プロセス主建屋は耐震Ｂクラスであり，今回の東北地方太平洋沖地震及びその余

震を経験したものの，弾性範囲の挙動を示したものと考えられるが，構造物として

の健全性が維持されていることについて，地震応答解析，点検により確認を行う。 

 

b． 地下階への貯水後における耐震安全性評価 

大量（満水）の滞留水を貯蔵する荷重条件に対し，参考に基準地震動Ｓｓに対し

て，構造強度を満足することを確認する。 

 

(2) 高温焼却炉建屋 

a． 東北地方太平洋沖地震後の地震応答解析，点検による確認 

高温焼却炉建屋は耐震Ｂクラスであり，今回の東北地方太平洋沖地震及びその余

震を経験したものの，弾性範囲の挙動を示したものと考えられるが，構造物として

の健全性が維持されていることについて，地震応答解析，点検により確認を行う。 

 

b． 地下階への貯水後における耐震安全性評価 

大量（満水）の滞留水を貯蔵する荷重条件に対し，参考に基準地震動Ｓｓ対し

て，構造強度を満足することを確認する。 

 

(3) １～４号機 

a． 東北地方太平洋沖地震後の地震応答解析 

原子炉建屋は耐震Ｓクラス，タービン建屋，廃棄物処理建屋は耐震Ｂクラスであ

り，今回の東北地方太平洋沖地震及びその余震を経験したものの，弾性範囲の挙動

を示したものと考えられるが，原子炉建屋とタービン建屋は構造物としての健全性

が維持されていることについて，地震応答解析により確認を行う。 

 

b． 地下階への貯水後における耐震安全性評価 

大量（満水）の滞留水を貯蔵する荷重条件に対し，原子炉建屋について，基準地

震動Ｓｓに対して，構造強度を満足することを確認する。 

また，参考に，タービン建屋，廃棄物処理建屋について，基準地震動Ｓｓに対し

て，構造強度を満足することを確認する。 

 

2.6.2 添付資料 

添付資料－１  系統概略図 
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添付資料－２  構造強度及び耐震性 

添付資料－３  地下水バイパスによる地下水流入量の低減 

添付資料－４  プロセス主建屋の貫通部の止水措置 

添付資料－５  プロセス主建屋の健全性 ひび割れ等の漏えい対策 

添付資料－６  プロセス主建屋の建屋外への放射性物質移行量の評価 

添付資料－７  高温焼却炉建屋の貫通部の止水措置 

添付資料－８  高温焼却炉建屋の健全性 ひび割れ等の漏えい対策 

添付資料－９  高温焼却炉建屋の建屋外への放射性物質移行量の評価 

添付資料－１０ １～４号機の各建屋外への放射性物質移行量の評価 

添付資料－１１ 建屋等内に滞留する滞留水の増加抑制及び滞留水漏えいリスク低減に 

かかる方針 
添付資料－１２ 汚染水処理対策委員会で議論された汚染水処理問題の抜本対策 

添付資料－１３ 汚染された地下水の港湾への流出抑制策等について 

添付資料－１４ 陸側遮水壁設置による地下水流入量の低減 

添付資料－１５ 陸側遮水壁の閉合について 

添付資料―１６ 陸側遮水壁（山側ライン）の試験凍結の実施 
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  系統概略図 

 

図１ 滞留水移送概念図 

添付資料－１ 
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図２ サブドレンピット概略配置図 
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図３ １号機水位計設置位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ ２号機水位計設置位置図 

×２ 

×２ 
×２ 

※局所的な水の滞留が確認された場合は、

個別の水位管理を実施 

（「Ⅲ.3.1.7」参照） 

 

  ：制御用水位計設置位置 

   ：監視用水位計設置位置
※
 

  ：個別水位管理箇所 

×２ 

×２ 

×２ 
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図５ ３号機水位計設置位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ ４号機水位計設置位置図 

：制御用水位計設置位置 

：監視用水位計設置位置※ 

：個別水位管理箇所 

 

×２ 

 

×２ 

 

×２

  

※局所的な水の滞留が確認された場合は、

個別の水位管理を実施 

（「Ⅲ.3.1.7」参照） 
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×２  
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建屋等内に滞留する滞留水の増加抑制及び滞留水漏えいリスク低減にかかる方針 

 

1 現状及び中期的見通し 

現状，１～４号機の滞留水については，建屋内水位を地下水水位よりも低く管理し滞留

水の系外流出を防止している。 

滞留水の増加抑制及び拡散リスク低減を図るためには，今後，地下水位を管理し地下水

の流入を抑制し滞留水の水位を下げタービン建屋，原子炉建屋，廃棄物処理建屋内にある

滞留水を処理する必要がある。このため，地下水バイパス，トレンチ止水等の方策を検討

する。 

 

2 基本的対応方針及び中期的計画 

滞留水の水位を維持するとともに，下記の基本的考え方に基づき，処理を継続していく。

将来的には，水位低下に必要となる技術，工法の研究開発を進め，滞留水の減少を図って

いく。 

 

滞留水処理の基本的考え方 

・現行水処理設備について，引き続き一部機器の設備改善などを行い，更なる信頼性

向上を図るとともに，運転継続・延命化を行い，安定運転を維持する。 

・タービン建屋等の滞留水の水位が建屋周囲に設けられたサブドレン水位を上回ら

ないように管理しつつ，サブドレン水位を低下させ，地下水流入量の抑制を図る。 

・今後実施する研究開発成果に基づき滞留水量を減少させていくとともに，これに

応じた循環ラインの段階的な縮小化等を検討していく。 

 

  中期的には，現行水処理設備の信頼性向上による運転継続，サブドレン水位の低下方法

の検討・水位低下を進める。 

 

今後の検討と対策 

 

(1) 建屋等からの漏えい防止 

１～４号機建屋内に滞留している高濃度放射性汚染水については，プロセス主建

屋，高温焼却炉建屋に移送し，さらに，汚染水処理設備により放射性核種のセシウム

及び塩分を除去して淡水を生成し，原子炉への注水に再使用している（循環注水冷

却）。ただし，１～４号機の建屋内には地下水が流入しているため，高濃度放射性汚

染水が系外に放出しないよう適切に建屋内水位を管理する必要がある。 

建屋内の水位については，引き続き管理を継続していく。また，万一，水位が 

T.P.2,564mm※(O.P.4,000mm) に到達するようなことになれば，高濃度放射性汚染水を

添付資料－１１ 
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タービン建屋の復水器等に移送する措置を施す。さらに，滞留水の地下水への流出を

防止するため，建屋内の水位をサブドレン水位より低く管理している。 

万一，建屋内の水位がサブドレン水位より高くなった場合は，サブドレン水の放射

能濃度を確認し，建屋内からサブドレンへの滞留水の流出の有無を確認する。また，

当該建屋からプロセス主建屋，高温焼却炉建屋，タービン建屋の復水器等へ滞留水を

移送することにより，当該建屋内の水位を早期に下げることとする。 

今後，地下水の流入量を低減させるため，建屋山側の高台で地下水を揚水し，建屋

周辺の地下水の水位を段階的に低下させる計画である（地下水バイパス）。 

地下水バイパスの設備は，建屋山側で地下水を汲み上げる揚水井及びポンプ，汲み

上げた地下水を一時的に貯留して水質を確認するタンク，地下水を移送するための配

管等からなる。地下水バイパスの稼働にあたっては，段階的な稼働とモニタリングに

より，水質及び地下水低下状況等を確認し，建屋内滞留水が建屋外に漏れ出さないよ

うに慎重な水位管理を実施していく。 

 (2) 止水・回収方法 

①建屋に滞留する汚染水の止水・回収 

汚染水の上流側に位置する原子炉建屋（格納容器下部を含む）を止水するために

は，漏えい箇所を特定し，漏えい状況に応じた補修（止水）工法や装置を検討する必

要があり，現在，漏えい箇所を調査・補修（止水）するための工法と遠隔操作装置を

研究開発しているところである。今後，開発成果を活用して漏えい箇所の特定や漏え

い状況の確認を行うとともに，補修（止水）工法や装置の開発成果をもって原子炉建

屋（格納容器下部を含む）を補修（止水）する予定である。建屋内に滞留する汚染水

については，水処理状況を踏まえつつ，原子炉建屋やタービン建屋等への地下水の流

入を抑制するため建屋周辺の地下水位を低下させながら回収する。 

地下水位を低下させるには，建屋周辺のサブドレン水を汲み上げる方法が有力であ

るが，一部のサブドレンピット内の水に僅かな汚染が確認されていることから，サブ

ドレンピット内の溜まり水の浄化を行った後にサブドレン設備の復旧を順次実施す

る。 

また，漏えい箇所の調査や止水のための工法・装置開発を進めつつ，建屋間の配管

貫通部を対象とした止水工法・材料の検討も行っている。建屋間の配管貫通部からの

漏水を模擬した大型試験装置を製作し，基礎試験で選定した止水材料を用いて止水試

験を行い，効果を確認している。 

なお，建屋内に滞留する汚染水を回収するまでの間，２，３号機立坑，プロセス主

建屋及び高温焼却炉建屋の滞留水の水位を制限値以下に維持し，原子炉建屋及びター

ビン建屋等の滞留水の水位についても周辺のサブドレン水の水位以下に維持するとと

もにサブドレン水の放射性物質濃度を監視していく。 

②トレンチ等に滞留する汚染水の止水・回収 
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建屋内と同レベルの高濃度の汚染水が滞留していると想定される２号機，３号機並

びに４号機海水配管トレンチ等については，タービン建屋内の汚染水の水位よりもト

レンチの接続高さが低いことから，トレンチ内の汚染水を回収しても，継続的にター

ビン建屋から汚染水が流入するため，現時点では，汚染水の回収は困難である。 

このため，タービン建屋内の汚染水が回収され，海水配管トレンチ等への汚染水の

再流入が無い状態になってから，海水配管トレンチ等の汚染水を回収することとして

いたが，系外への流出リスクの低減の観点から，海水配管トレンチ等の汚染水の回収

をできるだけ早期に実施できるように，タービン建屋と海水配管トレンチの接続部に

おける止水の可能性について検討を進めるとともに，水処理状況等を踏まえ，可能な

トレンチ等から順次，止水・回収を実施する予定である。 

なお，海水配管トレンチ等から海へ汚染水が流出しないように，ピットの閉塞等の

措置は既に実施しており，２，３号機立坑，プロセス主建屋及び高温焼却炉建屋の滞

留水の水位を制限値以下に維持し，原子炉建屋及びタービン建屋等の滞留水の水位に

ついても周辺のサブドレン水の水位以下に維持するとともにサブドレン水の放射性物

質濃度を監視していく。 

 

※構内基準点沈下量（-709mm，平成 26 年 3月測量)と O.P.から T.P.への換算値（-727mm）の和（-1,436mm）により

換算。 

水位は，「2.35 サブドレン他水処理施設 添付-11 別紙-7 サブドレン及び建屋滞留水水位への測量結果の反映につ

いて」に基づき，計測する。 
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添付資料－１５ 

 

陸側遮水壁の閉合について 

 

 

1. 概要 

汚染水処理対策委員会で議論された汚染水処理問題の抜本対策（添付資料－１２）に

基づき，汚染源に水を「近づけない」重層的な対策の一つとして，高レベル放射性汚染

水が滞留している１～４号機の原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋（以下「1

～４号機のタービン建屋等」という）の周囲に陸側遮水壁（汚染水処理対策委員会の

「凍土方式の陸側遮水壁」を「陸側遮水壁」とする）を造成する。 

陸側遮水壁の閉合は以下の３段階で進める。 

 第一段階：海側全面閉合＋山側部分閉合する段階 

 第二段階：第一段階と第三段階の間の段階 

 第三段階：完全閉合する段階 

 

なお，陸側遮水壁は，「汚染源である建屋に水を近づけない」ことが必要な期間に限

り凍結を行い，その必要がなくなった場合には速やかに解凍する。陸側遮水壁解凍後の

凍結管等の処理方法については解凍時期に近づいた段階で検討する。 

 

2. 申請範囲 

＜既認可範囲＞ 

○山側ライン上の埋設物との干渉箇所での貫通施工による凍結管設置工事 

〇海側ライン上の埋設物との干渉箇所での貫通施工による凍結管設置工事 

○陸側遮水壁造成後の基礎地盤沈下検討 

○山側ライン上の運用中の設備の損傷防止対策 

○海側ライン上の運用中の設備の損傷防止対策 

○不明埋設物への対応 

○陸側遮水壁（山側ライン）における試験凍結の実施 

〇陸側遮水壁海側全面閉合及び山側部分閉合（第一段階） 

○陸側遮水壁未凍結箇所の一部閉合（Ⅰ）（第二段階） 

○陸側遮水壁未凍結箇所の一部閉合（Ⅱ）（第二段階） 

 

＜今回の申請範囲＞ 

〇陸側遮水壁の完全閉合（第三段階） 

第三段階は，サブドレンが稼働していることを前提に，建屋周りの地下水位が低下し
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た際にも，サブドレンを停止することで迅速かつ確実に地下水位が回復でき，建屋滞留

水水位と地下水位が逆転しないよう，未凍結箇所（西側③）を閉合し，陸側遮水壁を完

全閉合していく段階である。 

 

 

 

陸側遮水壁（海側）  

   〃  （山側）  

図－１ 陸側遮水壁全体図 

  

 

１号スクリーン・ ポンプ室 ２号スクリー ン・ポンプ室 ３号ス クリーン・ポン プ室 ４号ス クリーン・ポンプ 室

主排気ﾌｧﾝ建屋

C/B C/B

#1 R/ B

#2 R/B

Rw/B
Rw /B

C/ B

#3 R/B
Rw/B

C/B

#4 R /BRw/B

#1 T/B # 2 T/B #3 T/B
#4 T/B

Ｎ
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3. 計画上考慮すべき事項 

陸側遮水壁閉合開始後，遮水性の発現に伴って，閉合範囲内の地下水位は全体に変

化することが想定される。その際にも，建屋滞留水の水位を周辺地下水の水位よりも

低く維持し，水位逆転を生じさせないとの前提のもと，下記を考慮し，陸側遮水壁の

閉合を計画する。 

 

(1) 絶対下限水位 

万が一，地下水位が絶対下限水位（これ以上低下することのない水位：平均

潮位）まで低下した場合でも，いずれの建屋からも滞留水を移送することが可

能であり，地下水位と建屋滞留水水位の逆転は生じない。なお，建屋滞留水の

移送先については，移送状況により貯蔵設備容量は変動する。今後も，上記の

緊急時に必要な移送量を考慮し，貯蔵設備の増設等により必要な容量を確保し

ていく。（別紙－１） 

 

(2) 周辺状況 

① 地質構造と地下水環境 

１～４号機建屋周辺の各透水層の水位・水頭の実測データによれば，中粒砂

岩層の水位に対して，互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭は同等または高く，陸側

遮水壁範囲内の各透水層間に介在する泥質部は難透水性を有している。従っ

て，中粒砂岩層の地下水が難透水層を抜けて深部に移動することは考え難い。

（別紙－２） 

 

② 海側遮水壁の遮水性能 

閉合後の海側遮水壁は，海の潮汐変動と遮水壁内の地下水位変動の実測値の

比較によれば，1×10-6cm/sec程度の遮水性を有している。（別紙－３） 
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4. 陸側遮水壁閉合における実施事項と確認事項 

(1) 第一段階の実施事項 

① 閉合範囲 

陸側遮水壁（海側）：全面的に閉合（別紙－４） 

陸側遮水壁（山側）：山側総延長の約95%以下を閉合（閉合率※１約95%以下） 

※１：山側総延長に対して閉合する長さの割合 

山側の段階的閉合を進めていくと，山側からの地下水流入の減少にともな

い，陸側遮水壁内の地下水位は低下し，サブドレンの汲み上げ量が減少する

（図－２）。 

 

 

図－２ 地下水遮断率※２とサブドレン汲み上げ量及び 

      建屋周辺地下水位（サブドレン水位）の関係 

※２：山側からの地下水流入量に対する減少量の割合 

 

実測に基づく地下水収支計算（別紙－５）によれば，年間平均降雨（4mm/

日）相当の降水量があれば，地下水遮断率を100％とした場合でもサブドレンは

停止することなく稼働を続け，緊急時にはサブドレンの稼働を停止することで

地下水位の回復が可能であり，建屋との水位差を維持できる。降雨の条件を最

小降雨※３（2mm/日）とした場合，地下水遮断率約95％までサブドレンは稼働す

る。無降雨の状態を想定しても，地下水遮断率約80％までサブドレンは稼働す

る。 

解析では，山側の閉合率95％に対し地下水遮断率は約50～60％の結果を得て

おり（別紙－６），無降雨の状態でサブドレンが停止し水位が低下する変曲点

である約80%よりも十分低い値となっている。第一段階は，サブドレンが稼働し

ていることを前提とし，建屋周りの地下水位が低下した際にも，サブドレンを

←評価上の 
建屋滞留水水位 
T.P.+1.5m 
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停止することで迅速かつ確実に地下水位が回復でき，建屋滞留水水位と地下水

位の逆転リスクが極めて低い段階であることから，十分余裕を持ってサブドレ

ンが稼働を継続できるように山側の閉合率を95%以下とする。 

※３：浪江地点の過去30年間における12ヶ月間累積最小降雨実績

（気象庁HP）から設定（763mm/365日≒2mm/日） 

 

② 未凍結箇所の配置に当たり留意すべき事項 

(ア) 陸側遮水壁閉合範囲内への地下水流入量の確保 

陸側遮水壁閉合範囲内への一定の地下水流入を確保するために，現状の

地下水の流れをもとに未凍結箇所を配置する。 

地下水の等水位線は汀線と平行に分布し，地下水は山側（西）から海側

（東）の流れが支配的であり，建屋山側に局所的に特異な地下水の流れは

認められない（図－３）。未凍結箇所は可能な限り山側（西）に配置する

ことで地下水流入を確保する。念のため，南北にも未凍結箇所を設けるこ

とで１号機建屋北側周辺，４号機建屋南側周辺への地下水流入を確保す

る。 

 

図－３ 中粒砂岩層の地下水位（2016年1月17日時点） 
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(イ) 地下水管理への配慮 

陸側遮水壁閉合範囲内の地下水位のばらつきが少なくなるように，未凍

結箇所を均等に配置する。また，未凍結箇所からの地下水流入量を評価す

るため，観測井近傍に未凍結箇所を配置する。  

 

(ウ) 凍結状態管理への配慮 

未凍結長さを適切に管理するため，測温管の近傍に未凍結箇所を配置す

る。 

 

(エ) 陸側遮水壁（海側）閉合による影響への対処 

陸側遮水壁（海側）閉合によりせき止められた地下水が南北方向へ移動

することによる周辺環境への影響（別紙－７）を考慮して未凍結箇所を配

置する。 

 

(オ) 第二段階における施工性への配慮 

第二段階以降に未凍結箇所を凍結する際には，地下水流速が速くなり，

凍結しにくい状態となる可能性がある。地下水流速を低減させて凍結させ

るために計画している補助工法（地盤改良により地下水流速を低減させて

凍結し易くする方法）の施工性や揚水機能付観測井の位置を考慮して未凍

結箇所を配置する。 

 

③ 未凍結箇所の配置 

上記留意事項に基づき設定した未凍結箇所の配置と長さを図－４と表－１

に，各未凍結箇所の凍結管等の具体的な配置を図－５～１１に示す。 

未凍結箇所では，凍結管のバルブを閉として，ブライン（冷凍液）を循環さ

せないことで未凍結状態を保持する。また，隣接する凍結管による凍土の造成

を考慮し，ブラインを循環させない凍結管を未凍結長さの範囲外に設定するこ

とで，表－１に示す未凍結長さ以上を確保する。 
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表－１ 各未凍結箇所の未凍結長さ 

 

 

 

 

図－５ 未凍結箇所の配置（北側） 
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図－６ 未凍結箇所の配置（西側①） 

 

 

 

図－７ 未凍結箇所の配置（西側②） 
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図－８ 未凍結箇所の配置（西側③） 

 

 

 

図－９ 未凍結箇所の配置（西側④） 
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図－１０ 未凍結箇所の配置（西側⑤） 

 

 

 

図－１１ 未凍結箇所の配置（南側） 
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④ 第一段階の閉合手順 

第一段階では更に段階的に２つのフェーズを設け，フェーズ毎の凍結状況を

確認しながら慎重に閉合を進める。 

 
(ア) フェーズ 1 

フェーズ１では，陸側遮水壁の「海側全面」，「北側一部」，「山側の部分

先行凍結箇所（凍結管間隔が広く凍りにくい箇所等）」を同時に凍結する。

（図－１２） 

 海側全面：山側より先行させることにより，水位逆転リスクを低減するた

め 
 北側一部：1 号機建屋周辺の地下水の拡散を抑制するため（別紙－７） 
 部分先行凍結箇所：凍結管間隔が広く凍りにくい箇所等を先行し，確実に

凍結するため※4 
※4：凍結管間隔が広い箇所（複列施工箇所など）等は，陸側遮水壁（山側）一般部（凍結管間

隔：約 1m）と比較して，凍結に時間を要するため，一般部と同時に凍結開始した場合，地

下水流が集中し，さらに凍結しにくくなる事象が想定される。これを避けるため，そのよ

うな部位を一般部に先行して凍結する。 
 

(イ) フェーズ 2 
フェーズ２では，海側の遮水効果発現開始に併せて第一段階の「未凍結

箇所」を除く山側の残りの部位を凍結する。山側の閉合範囲は山側総延長

の95%以下となる。（図－１３） 
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⑤ フェーズ１からフェーズ２への移行 

陸側遮水壁（海側）凍結開始後は，隣接する凍結管周りの凍土柱が成長し，

陸側遮水壁（海側）内外で地下水位差が生じ，その後，陸側遮水壁（海側）か

ら離れた建屋周りや４ｍ盤の地下水位に変化が現われる。遮水状況の管理上，

「陸側遮水壁（海側）内外の地下水位差の変化」が観測され始める時点を以

て，効果発現開始とする。 
フェーズ１において陸側遮水壁（海側）の効果発現開始を確認し，フェーズ

２へ移行する。 
効果発現開始は，陸側遮水壁（海側）内外の地下水位差が拡大することを確

認する。但し，海水配管トレンチ下部の非凍結箇所の影響範囲は除く。地下水

位差の拡大については，必要に応じ一定期間確認を継続する。なお，降雨の影

響は，凍結開始前の降雨時の挙動で評価する。 
一定期間確認を継続しても地下水位差の拡大が明瞭でない場合は，陸側遮水

壁（海側）内側・外側それぞれにおいて一つ以上の確認項目（表－２）が有意

な変化※5を示し，一定期間変化した状態を継続していることを確認すること

で，地下水位差による確認を補完する。 
上記の確認は，別途定めた手順に基づいて実施する。 

※5：実測値に基づき，降雨の影響を考慮した地下水位の変動幅を評価し，変動幅を超えて地下水位が

上昇した場合 等 
 

表－２ 陸側遮水壁（海側）効果発現開始に関する確認項目（水位差が明瞭でない場合） 

 
 

⑥ 第一段階の確認事項 

・第一段階を通じて，陸側遮水壁の効果発現状況を遮水壁内外の水位差およびサブ

ドレン・ウェルポイント・地下水ドレンの汲み上げ量等の変化により確認する。

なお，凍結管周辺に設置した測温管（海側は約4.8ｍに１箇所，深度方向約30m）

で地中温度を測定し，凍結状況を把握する。（図－１４） 

 

確認項目 確認内容

内側

建屋周りの地下水位 ・陸側遮水壁（海側）とタービン建屋間の地下水位の上昇傾向

建屋周りのサブドレン稼働状況 ・サブドレンの汲み上げ量の増加傾向

建屋流入量 ・建屋流入量の増加傾向

外側

陸側遮水壁（海側）より
海側の地下水位

・陸側遮水壁（海側）より海側の地下水位の低下傾向

地下水ドレン稼働状況 ・地下水ドレンの汲み上げ量の減少傾向

ウェルポイント稼働状況 ・ウェルポイントの汲み上げ量の減少傾向
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図－１４ 測温管の基本配置（海側の例） 

  

・陸側遮水壁（山側）の閉合率と地下水遮断率の関係の不確実性を考慮して，第一

段階を通じて，全体的な地下水収支を見ていくことで，「地下水遮断率」を総合

的に評価し，過大となっていないことを確認していく。また，第一段階において

はサブドレンが稼働していることを前提としていることから，サブドレンの稼働

状態や周辺の観測井等の水位変動から地下水挙動を確認していく。  

第一段階の途中において，下記のいずれかの状態に対して，十分余裕を持って凍

結（冷却ブラインの供給）の停止※6を行うことで，それ以上第一段階の閉合を進

めないこととする。その後，地下水の状況や凍結状態を踏まえ，以降の対応を検

討する※7。（別紙－８） 

 「地下水遮断率が80%※8」以上であると評価した場合 

 サブドレンの広範囲な停止※9が発生した場合 

※6：フェーズ２で凍結開始した凍結管へのブライン供給を停止する。 

※7：原因究明や必要に応じて対策を実施し，再開の可否を検討する。 
※8：図－２に示した評価において降雨なしの状態でサブドレンが停止し水位が低下する変曲点

が地下水遮断率約 80%である。 

※9：「サブドレンの広範囲な停止」に至る前においても，地下水位が低下することにより局所

的にサブドレン水位が低下し，サブドレンポンプ停止水位（L値）を連続的に下回った状態と

なった場合，周辺の地下水位変動状況等を確認し，注水井への注水等の必要な対策を行う。（水

質・機器メンテナンス等の理由により人為的に停止しているサブドレンは除く。） 

・第一段階を通じて，サブドレンや陸側遮水壁内外の水位観測孔により地下水位を

測定し，地下水挙動や北側一部凍結による海洋への流出抑制効果等を確認する。

また，フェーズ毎で想定される地下水挙動と比較して状況を確認する。 

 

  

約1.2m 約1.2m 約1.2m 約1.2m 約1.2m 

約0.85m 約0.85m 

約4.8m 

約1.2m 約1.2m 約1.2m 

約4.8m 

約1.2m 
凍結管中心線

約0.85m 

凍結管

測温管

約0.6m 約0.6m 

※ 現場の状況により，基本配置通りに測温管を配置していない箇所がある。
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(2) 第二段階（未凍結箇所の一部閉合）の実施事項 

① 閉合範囲 

陸側遮水壁（山側）における第一段階の未凍結箇所の一部を閉合する。 
未凍結箇所の閉合に当たっては，一部を閉合した後においても，サブドレ

ンが稼働を継続し，建屋の内外水位が逆転しないことを前提として，実測の

地下水収支等に基づき閉合箇所を選定する。 
一部閉合後に関する事前評価は，保守的な評価として閉合箇所から陸側遮

水壁へ流入していた地下水が他へ回り込むことなく全て減少するという仮定

条件の下，地下水収支により行う。（別紙－１０，１１） 
 

② 未凍結箇所の一部閉合に当たり留意すべき事項 

(ア) 陸側遮水壁閉合範囲内への地下水流入量の確保 
地下水の等水位線は汀線と平行に分布し，地下水は山側から海側への流れ

が支配的であり，建屋山側に局所的に特異な地下水の流れは認められない。

（図－１５） 

未凍結箇所は，第一段階における陸側遮水壁内への一定の地下水流入確保

の観点から主に建屋山側に配置されており，山側の未凍結箇所からの流入が

陸側遮水壁内への地下水流入に対し支配的であることから，山側の未凍結箇

所の一部を残すことで，一定の地下水流入を確保し，建屋周辺における急激

な地下水位低下へ配慮する。 

 

 

図－１５ 地下水位の状況（2016年8月15日時点） 
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(イ)地下水管理への配慮 

一部閉合前の観測井水位等の計測結果を用いて，未凍結箇所を通じた地下

水流入量や閉合範囲内の地下水位状況を確認しながら閉合箇所を選定する。 

また，一部閉合後の未凍結箇所を通じた地下水流入量や閉合範囲内の地下

水位状況を確認し，次の一部閉合に反映する。 

 

③ 一部閉合箇所の選定 

(ア) 一部閉合（Ⅰ） 
上記留意事項に基づき図－１６に示す２箇所（西側①，西側⑤）を一部閉

合箇所として選定する。 
 

(イ) 一部閉合（Ⅱ） 
上記留意事項に基づき図－１６に示す４箇所（北側，西側②，西側④，南

側）を一部閉合箇所として選定する。 
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④ 第二段階（未凍結箇所の一部閉合）の確認事項 

・ 陸側遮水壁の効果発現状況を陸側遮水壁（山側）内外の地下水位差およびサ

ブドレンのくみ上げ量の変化等により確認する。また，凍結管周辺に設置し

た測温管で地中温度を測定し，凍結状況を把握する。 

・ サブドレンが稼働していることを前提としていることから，陸側遮水壁内の

地下水収支に基づいて，サブドレンの稼働が継続することを随時評価し，未

凍結箇所の一部閉合によって山側からの地下水流入が過剰に減少していない

ことを確認していく。（別紙－１０，１１） 

一部閉合の途中において，下記のいずれかの状態に対して，十分余裕を持

って凍結（冷却ブラインの供給）の停止※10を行うことで，それ以上閉合を進

めないこととする。その後，地下水の状況や凍結状態を踏まえ，以降の対応

を検討する※7。 

 将来サブドレンの停止が想定されると評価した場合 

 サブドレンの広範囲な停止※9が発生した場合 

※10：一部閉合で凍結開始した凍結管へのブライン供給を停止する。 

 

(3) 第三段階（完全閉合）の実施事項 

① 閉合範囲 

陸側遮水壁（山側）における未凍結箇所（西側③）を閉合する。 
完全閉合後に関する事前評価は，保守的な評価として山側から陸側遮水壁

へ流入していた地下水が全て減少するという仮定条件の下，地下水収支によ

り行う。（別紙－１３） 
 

② 第三段階（完全閉合）の確認事項 

・ 陸側遮水壁の効果発現状況を陸側遮水壁（山側）内外の地下水位差およびサ

ブドレンのくみ上げ量の変化等により確認する。また，凍結管周辺に設置し

た測温管で地中温度を測定し，凍結状況を把握する。 

・ サブドレンが稼働していることを前提としていることから，陸側遮水壁内の

地下水収支に基づいて，サブドレンの稼働が継続することを随時評価してい

く。（別紙－１３） 

完全閉合の途中において，下記のいずれかの状態に対して，十分余裕を持

って凍結（冷却ブラインの供給）の停止※10を行うことで，それ以上閉合を進

めないこととする。その後，地下水の状況や凍結状態を踏まえ，以降の対応

を検討する※7。 

 将来サブドレンの停止が想定されると評価した場合 
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 サブドレンの広範囲な停止※9が発生した場合 

・ 西側③閉合後の一定期間においては，陸側遮水壁内の西側③周辺の注水井・

観測井の水位低下状況を確認する。 

 

5. 建屋内外水位差等の管理 

(1) 建屋内外水位差の管理 

建屋滞留水水位の管理方法は「2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合

を含む）建屋」本文に記載の通り。 

サブドレン水位の管理方法は「2.35 サブドレン他水処理施設 添付資料－

11」に記載の通り。 

既認可の「建屋滞留水とサブドレン間の水位差の確保」「建屋滞留水水位管

理」「サブドレン水位管理」の運用は変わることなく，陸側遮水壁閉合の各段階

において同様の管理を行う。 

既認可に基づく上述の運用に加え，サブドレンの「ポンプ停止バックアップ位

置（LL値）の警報」が発報した場合には，「建屋－サブドレン水位差」を確保す

るため，地下水挙動を分析・評価し，早急な対応の要否を判断し対応する 

① 局所的な地下水位低下の場合 
局所的な地下水位低下の場合には，当該サブドレン周辺の注水井への注水

（本申請では申請対象外）を行い，状況が改善されない場合には更に注水範囲

を拡大する。 
上記を行っても状況が改善されない場合には「②早急な対応が必要な場合」

に記載の通り対応する。 
 
② 早急な対応が必要な場合（別紙－９） 

 上記①で状況改善されない場合や，広範囲のサブドレンで「ポンプ停止バッ

クアップ位置（LL 値）の警報」が発報した場合等には，下記の対策について

実測データ等から総合的に判断し，必要な対策を実施する。これらの対策を複

合的に実施することで，余裕を持って水位差確保あるいは水位回復が可能で

ある。 
・建屋滞留水の移送※11 
・陸側遮水壁（山側）へのブライン供給停止 
・陸側遮水壁（山側）の部分撤去 
・その他緊急対策（注水量・注水範囲の拡大，建屋周辺地盤面への散水，原因

に対する対策実施（止水・地盤改良 等）） 
※11：別紙－１参照 
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また，「注水井への注水」については上記に限らず，降雨が少ない時期が継続

する等の際には実施する場合がある。散水は構内に常備されている散水車等を用

いて，必要箇所へ実施する。（別紙－１２） 

 

(2) 未凍結長さの管理 

未凍結箇所外側に配置した管理用測温管の温度を確認することで，未凍結長さ

が計画値を下回らないように未凍結箇所単位で管理する。 

管理用測温管の深さ方向の平均温度※12 で０℃未満が確認された場合，凍結箇所

の一番外側に位置する凍結管からバルブを閉止し，ブラインの供給を停止して温

度を回復する。（図－１７） 

    ※12：地表付近で外気温の影響を受ける範囲を除く。 

 

図－１７ 未凍結長さの管理図（例：西側③） 

 

6. 第一段階，第二段階および第三段階で主に用いる観測データ 

陸側遮水壁閉合の第一段階，第二段階および第三段階で蓄積していく地下水位等の主

な実測データについて表－３に示す。「4.陸側遮水壁閉合における実施事項と確認事

項」「5.建屋内外水位差等の管理」の各項の確認・評価等に用いる実測データを表－４

に示す。なお，確認・評価の方法や用いるデータは地下水環境の実態にあわせて適宜見

直す場合がある。 

  

凍結管（凍結）
凍結管（未凍結）
測温管

「未凍結長さ」の端部として扱う凍結管の
直近1本はブライン供給しない

※ 凍結管：約1mピッチ
測温管：約5mピッチ

ブライン供給する
凍結管

ブライン供給する
凍結管

未凍結長さ：約7m

管理用測温管
未凍結箇所凍結管より外側で
0℃以上であることを確認

Ｎ

近傍の地下水位観測井
（外側：揚水機能付）

近傍の地下水位観測井（内側）凍結進展状況により必要に
応じてブライン供給停止
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表－３ 第一段階，第二段階および第三段階で蓄積する地下水位等主な観測データ 

 

 

表－４ 「4.陸側遮水壁閉合における実施事項と確認事項」「5.建屋内外水位差等の管

理」の各項の確認・評価等に用いる観測データ 

項目 主に使用するデータ 

【4.(1)】第一段階フェーズ１からフェーズ２への移行 ①-1，2，②，⑤，⑥，⑧ 

【4.(1),(2)】陸側遮水壁の凍結状況の把握 ①-1，2，5～8，②，⑤，⑥，⑦，⑧ 

【4.(1),(2)】地下水遮断率の評価 ①-3，4，7，8，②，⑤，⑦，⑧ 

【4.(1),(2)】サブドレンの継続稼働 ②，③，④，⑧ 

【4.(1),(2)】地下水挙動と北側一部凍結状況の把握 ①-1～8，②，③，④，⑤，⑥，⑧ 

【5.(1)】建屋内外水位差等の管理 ④，⑧ 

【5.(2)】未凍結長さの管理 ⑦-2 

その他 

陸側遮水壁閉合範囲周辺の地下水位･水頭全体変化傾向の把握 ①-1～8，②，③，④，⑤，⑥，⑧ 

中粒砂岩層と深部（互層部，細粒・粗粒砂岩）の水頭比較 ①-1～8，⑧ 

地盤安定性の評価 ①-3，4，7，8 

 

 

  

① 中粒砂岩層水位，
互層部，細粒・粗粒砂岩水頭

①-1 陸側遮水壁（海側） 閉合範囲外側 一般部

①-2 陸側遮水壁（海側） 閉合範囲内側 一般部

①-3 陸側遮水壁（海側） 閉合範囲外側 海水配管トレンチ下部非凍結部近傍

①-4 陸側遮水壁（海側） 閉合範囲内側 海水配管トレンチ下部非凍結部近傍

①-5 陸側遮水壁（山側） 閉合範囲外側 一般部

①-6 陸側遮水壁（山側） 閉合範囲内側 一般部

①-7 陸側遮水壁（山側） 閉合範囲外側 未凍結部近傍

①-8 陸側遮水壁（山側） 閉合範囲内側 未凍結部近傍

② サブドレン汲上量

③ サブドレン稼働状況

④ サブドレン水位

⑤ 建屋流入量

⑥ 地下水ドレン汲上量
ウェルポイント汲上量

⑦ 地中温度 ⑦-1 一般部

⑦-2 未凍結箇所近傍

⑧ 降雨量
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7. 概略工程 

 
 

 
  

第一段階

　陸側遮水壁（海側全面）

　陸側遮水壁（山側：北側一部）

　陸側遮水壁

　　（山側：部分先行凍結箇所※）

　陸側遮水壁
　　（山側：未凍結箇所を除く残りの部位）

第二段階

第三段階

17ヶ月18ヶ月19ヶ月20ヶ月15ヶ月16ヶ月1ヶ月 2ヶ月 3ヶ月 4ヶ月 5ヶ月 6ヶ月 7ヶ月 8ヶ月 9ヶ月 11ヶ月10ヶ月 12ヶ月13ヶ月14ヶ月

凍結開始

▽

効果発現開始

▽

凍結開始

▽

効果発現開始

▽

凍結開始

▽

凍結開始

▽

第一段階閉合（山側）

効果発現開始

▽

凍結開始

▽

効果発現開始

▽

フェーズ１ フェーズ２

※山側未凍結箇所を除く残りの部位の凍結を開始するまで部分先行凍結を継続する ：凍結開始～効果発現開始

：効果発現開始後，凍土成長～維持

：部分先行凍結

西側①・西側⑤

凍結開始

▽

効果発現開始

▽

北側・西側②・西側④・南側

一部閉合（Ⅰ）

一部閉合（Ⅱ）

凍結開始

▽
効果発現開始

▽

西側③
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8. 別紙 

 

別紙－１ ： 周辺地下水位が絶対下限水位まで低下する際の建屋内外の水位管理に 

ついて 

【第一～第三段階共通】絶対下限水位を想定した建屋内外水位差管理の安全性 

別紙－２ ： 発電所建屋周辺の地質構造・地下水位 

【第一～第三段階共通】地下水位変化想定に関する地盤境界条件の設定根拠 

別紙－３ ： 海側遮水壁の遮水性能の評価 

【第一～第三段階共通】地下水位変化想定に関する海域部境界条件の設定根拠 

  別紙－４ ： 陸側遮水壁（海側）の閉合範囲 

【第一段階】陸側遮水壁（海側）の閉合範囲と海水配管トレンチ下部非凍結箇所 

の影響 

  別紙－５ ： 地下水収支と地下水位低下挙動 

【第一～第三段階】遮断率毎の地下水収支及び地下水位低下挙動 

  別紙－６ ： 陸側遮水壁（山側）の閉合率と地下水遮断率の関係 

【第一段階】陸側遮水壁（山側）の閉合率と地下水遮断率の関係（パラメータス 

タディ）等 

  別紙－７ ： 陸側遮水壁（海側）のみを閉合した場合の影響評価 

【第一段階】フェーズ１にて陸側遮水壁（山側）の北側一部の閉合を実施しない 

場合の環境影響評価 

  別紙－８ ： 地下水遮断率の評価とサブドレン稼働状態 

【第一段階】第一段階の確認事項として地下水遮断率を評価 

  別紙－９ ： 地下水位の回復方策 

【第一～第三段階共通※】地下水位低下時の早急な対応方策とその妥当性 

※ 妥当性検討では最も厳しい条件（第三段階）を設定 

  別紙－１０： 第二段階における陸側遮水壁（山側）の未凍結箇所の一部閉合（Ⅰ）の

評価 

【第二段階】第二段階の未凍結箇所一部閉合（Ⅰ）による陸側遮水壁内への地下

水流入量を評価 
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  別紙－１１： 第二段階における陸側遮水壁（山側）の未凍結箇所の一部閉合（Ⅱ）の

評価 

【第二段階】第二段階の未凍結箇所一部閉合（Ⅱ）による陸側遮水壁内への地下

水流入量を評価 

 

別紙－１２： 注水・散水用水の確保 

【第二～第三段階】注水・散水における用水の確保 

 

  別紙－１３： 陸側遮水壁（山側）の完全閉合の評価 

【第三段階】完全閉合後における建屋周辺の地下水位変動を評価 
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別紙－１ 

 

周辺地下水位が絶対下限水位まで低下する際の建屋内外の水位管理について 

 

敷地周辺の地下水位は全て海水面以上であり，地下水の流出先として最も低い水位は海

水面である。そのため，地下水位が海水面を超えて低下することは考えにくい。なお，参考

2に示す通り，潮汐の変動が，建屋周辺の地下水位に与える影響は軽微であることから，海

水面の平均である平均潮位を絶対下限水位として設定した。 

「陸側遮水壁（山側）により地下水供給が遮断される」条件下で,「海側遮水壁の遮水性

を喪失」，かつ，「無降雨の状態が継続」した場合に，建屋周辺の地下水位は低下を続け，

最終的に海水面（平均潮位：絶対下限水位（これ以上低下することのない水位）と設定）ま

で低下する想定外の異常事象を対象に，建屋内外の水位管理に関する安全性を確認する。 

 

１．建屋内外の水位管理 

各建屋に設置している滞留水移送ポンプにて排水できる水位は，表－１に示すとおり，設

置床面より 0.2～0.3m 高い位置である。これを考慮して，絶対下限水位（平均潮位 T.P.-

0.098m※）に対する各建屋の滞留水の移送可能なレベル（ポンプによる最低排水レベル）を

確認した結果，絶対下限水位よりも最低排水レベルが高い建屋は，1号機タービン建屋だけ

である。 

1 号機タービン建屋において建屋滞留水を最低排水レベル：T.P.+0.74m（O.P.+2.20m）ま

で移送した場合，主に復水器エリア・復水ポンプピット等に 200m3程度の滞留水が残留する。 

この状況においては，仮設ポンプ（約 10m3/h）を床面上に追加設置し，残留する滞留水を

他の建屋へ移送することにより，1日程度で排水することが可能である。 

※ 気象庁 HPより小名浜地点の平均潮位は T.P.-0.098m（2010～2014 年平均） 
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表－１ 各建屋の滞留水移送ポンプの最低排水レベル（2016 年 2 月現在） 

 

 

図－１ 1号タービン建屋で最低排水レベルまで移送した場合の建屋内滞留水の残水量

（2016 年 2 月現在） 

 

  

※1：各建屋の水位は，滞留水移送ポンプの吸い込み高さ等の関係から，床面より約20～30cmの高さまで
滞留水を移送し低下させることが可能である。ただし，移送ポンプ・水位計は，干渉物等の影響から，
各建屋の最低床レベルに設置出来ていない箇所がある。

※2：1号Rw/Bは，2号Rw/Bと開いた扉で連通しているため，移送ポンプを設置していない。 2号Rw/B
の移送ポンプにより水位を低下させることで，2号Rw/Bの最低排水レベルまでは低下可能。残水は
ピット内に少量（数m3程度）。

※3：2号R/Bは2号T/BとT.P.-1.75（O.P.-0.3m）付近で連通しているため，2号T/B水位を低下させる
ことで，2号R/B水位を連通高さまでは低下可能と評価している。

【注】T/B：タービン建屋，R/B：原子炉建屋，Rw/B：廃棄物処理建屋

建屋
ポンプの最低排水レベル※1

T.P.+m（O.P.+m）

最低床レベル※1

T.P.+m（O.P.+m）

【参考】水位計測下限レベル

T.P.+m（O.P.+m）

１号

R/B -0.40（1.04） -2.67（-1.23） -2.54（-1.10）

T/B 0.74（2.20） 0.44（1.90） 0.56（2.02)

Rw/B -0.04（1.40）※2 -0.04（1.40） -0.04（1.40）※2

２号

R/B -0.08（1.36）※3 -4.80（-3.36） -0.26（1.18）

T/B -1.40（0.05） -1.75（-0.30） 0.57（2.02）

Rw/B -1.43（0.01） -1.74（-0.30） -1.61（-0.18）

３号

R/B -2.09（-0.65） -4.80（-3.36） -3.40（-1.96）

T/B -1.34（0.10） -1.74（-0.30） 0.58（2.02) 

Rw/B -1.43（0.01） -1.74（-0.30） -1.58（-0.15）

４号

R/B -3.20（-1.76） -4.80（-3.36） -0.15（1.29）

T/B -1.44（0.00） -1.74（-0.30） -1.62（-0.18）

Rw/B -1.44（0.00） -1.74（-0.30） -1.59（-0.15）

ポンプ

１階床

配管

約20～
30cm

地下階床

滞留水

変換器

○.○

水位計
検出器

単位：mm 
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1～4 号建屋の滞留水水位を絶対下限水位（平均潮位）まで低下させる場合の低下可能な

速度について，滞留水移送設備や水処理設備の設備容量による律速条件を検討した。 

・滞留水水位を低下させるために定常的に移送可能な量は，移送設備の移送可能な量が最

大約 1,920m3/日であるが,その後の水処理設備の処理容量約 1,200m3/日に律速される

（図－２参照）。なお，水処理設備の点検等を実施している状態で発生した場合，速や

かに移送できる状態に復旧させる。 

・300m3/日程度の原子炉注水量，200m3/日程度の建屋流入量および 400m3/日程度の 4m 盤

から建屋への移送量がある場合，0.013m/日程度の建屋滞留水水位低下（300m3/日の滞

留水移送）が可能である（表－２のケース 1）。 

・至近の実績（2016 年 2 月 11～17 日の平均値）の場合の原子炉への注水量・建屋流入

量・4m盤から建屋への移送量の実績に基づいて算定すると，0.022m/日程度（515m3/日

程度の滞留水移送）の建屋滞留水水位低下が可能である（表－２のケース 1’）。 

・海側遮水壁の遮水性喪失時などを想定した場合には，0.03m/日（700m3/日程度の滞留水

移送）程度の水位低下が可能である。ただし，建屋への地下水流入量が現状から減らな

いなど，算出条件は保守的に設定しており，実際にはこれ以上の建屋滞留水水位低下が

可能である（表－２のケース２）。  

なお，建屋滞留水の移送先については，移送状況により各貯留設備容量が変動する。 

今後も，上記の緊急時に必要な移送量を考慮し，貯留設備の増設等により，必要な容量を

確保していく。また，上記の緊急時において淡水化装置（図－２参照）中の逆浸透膜装置の

廃水を移送する際には溶接タンクへの貯留を基本とするが，止むを得ずフランジタンクへ

貯留した場合は，緊急移送による貯留量増加分については，１年間を目途に処理作業を進め

ていく。さらに，漏えいリスクを低減させるために，水位計による監視・巡視点検等による

監視強化を図る。 

なお，万が一のフランジタンクからの漏えいを想定して，補修材を準備し，漏えい拡散の

抑制を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 建屋滞留水の移送可能量 

 

  

滞留水移送装置
（移送量：最大
約 1,920m3/日） 

処理装置 
（処理量：約
1,200m3/日） 

淡水化装置 
（処理量：約
1,200m3/日） 

処理水貯蔵  
タンク 

原子炉建屋 
タービン建屋 

プロセス主建屋 
高温焼却炉建屋 
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表－２ 建屋滞留水の水位低下速度 

 

表－３ 建屋有効面積 

 

 

（参考：平均潮位まで建屋滞留水水位を低下させるのに必要な建屋滞留水移送量：約

18,260m3に対して，滞留水移送先の空き容量：約 39,700m3（2017 年 6月 1日現在）） 

 

表－４ 滞留水移送先の空き容量（2017 年 6 月 1日現在） 

貯留設備（滞留水移送先） 空き容量（m3） 

プロセス主建屋・高温焼却炉建屋 約 15,200   

貯留設備(処理水貯蔵タンク：溶接タンク) 約 4,000   

貯留設備(処理水貯蔵タンク：フランジタンク(*)) 約 18,600   

貯留設備(多核種処理水貯槽) 約 1,900   

合計 約 39,700   

    (*)Sr 処理水･濃縮塩水貯槽のフランジタンク空き容量。但し，H5/H6 エリアのタンク容量 

（約 55,600m3）については，上記に含んでいない。 

 

  

1号 2号 3号 4号 計

建屋有効面積※5（m2） 1,750 6,840 7,730 7,150 23,470

※５：建屋有効面積は，建屋構造上の平面積（壁等で囲まれた範囲）から，機器類の専有面積を除いて算出した。

建屋への流入量
建屋滞留水

移送可能量※4

(m3/日)

水位低下の
ための移送分

(m3/日)

建屋有効面積
（下表参照）

(m2)

建屋滞留水
水位低下速度

(m/日)
原子炉への注水量

(m3/日)
建屋流入量※3

(m3/日)

O.P.4m盤から
建屋への移送量

(m3/日)

ケース1 300 200 400

1,200

300

23,470

0.013

ケース1’※1 315 220 150 515 0.022

ケース2※2 300 200 0 700 0.030

※1：2016年2月11～17日の原子炉注水量・建屋流入量・O.P.4m盤から建屋への移送量の各実績の平均値に基づいて算定した。
※2：海側遮水壁の遮水性喪失時などにO.P.4m盤の地下水位が低下し，O.P.4m盤のくみ上げ量は0m3/日になったと仮定した。
※3：建屋流入量は，周辺地下水位の低下により減少すると思われるが，保守的な検討条件として，現状程度の建屋流入量が継続すると仮定した。
※4：建屋滞留水移送可能量は，律速となる滞留水処理設備の処理量1,200m3/日とした。

と考えられるが，保守的な検討条件として，現状程度の建屋流入量が継続すると仮，保守的な検討条件として，現状程度の建屋流入量が継続すると仮
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以上を踏まえ，陸側遮水壁（山側）閉合後，地下水位の予期せぬ低下が発生する想定外の

異常事象を対象に，建屋内外の水位変動を評価した。なお，評価は保守的に，陸側遮水壁（海

側）の遮水性が無い条件で実施した。 

【検討条件】 

・地下水位の予期せぬ低下の発生要因：海側遮水壁の遮水性喪失※ 

※ 海側遮水壁の継手の一部が損傷し，遮水性が失われた状態を想定した。遮水壁内から海への地下水流出量は，

海側遮水壁閉合作業進捗に伴い生じた遮水壁内側の地下水位低下時の実測データを基に設定した。 

・陸側遮水壁：（山側）遮水性 100%，（海側）遮水性 0% 

・降雨：無降雨期間が継続 

・建屋滞留水水位：1 号タービン建屋最低排水レベル（T.P.+0.74m(O.P.+2.2m)）まで滞

留水移送による低下実施（低下速度：0.01m/日） 

 

【評価結果】 

地下水位は，初期は建屋滞留水水位低下速度を上回る速度で低下するものの，地下水位の

低下に伴い低下速度は徐々に小さくなり，建屋滞留水水位低下速度を下回る。建屋滞留水を

適切に移送することにより，建屋滞留水水位と地下水位には余裕がある水位差を確保した

状態を維持して建屋滞留水水位を低下させることができることから，地下水位が 1 号機タ

ービン建屋最低排水レベルに達するまでには約 4.5 ヶ月の時間的余裕がある※（図－３参

照）。この間，仮設ポンプによる残水処理（約 10m3/h）を行うことで，建屋内外の水位逆転

を回避することが十分可能である。 

また，地下水位は最終的に絶対下限水位（平均潮位）に漸近するが，1号機タービン建屋

以外の建屋における最低排水レベルは絶対下限水位（平均潮位）以下である。1号機タービ

ン建屋以外の建屋においても建屋滞留水水位と地下水位には余裕がある水位差を確保した

状態を維持して建屋滞留水水位を低下させることができることから，水位逆転することは

ない。 

 

※ 現状（2016年 3月現在）のサブドレン運用で認可されているポンプ停止位置（L値）はT.P.+2.464m（O.P.+3.9m）

であり，LL 値は T.P.+2.264 m（O.P.+3.7m）である。これを考慮し，地下水位低下前の建屋周辺地下水位を

T.P.+2.264 m（O.P.+3.7m）とした場合には，地下水位が１号機タービン建屋最低排水レベルに達するまでの

期間は約 3.5 ヶ月となるが，上記と同様，仮設ポンプによる残水処理（約 10m3/h）を行うことで，建屋内外の

水位逆転を回避することが十分可能である。 
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図－３ 想定外の異常事象における建屋滞留水水位と地下水位の低下 

 

【参考１】1号機原子炉建屋の水位低下状況 

図－４に1号機原子炉建屋の建屋滞留水水位低下状況の実績を示す。滞留水移送ポンプ

による移送により，2015年12月において，約0.03m/h程度で建屋滞留水水位を低下するこ

とができている。 

 

 

図－４ 1号機原子炉建屋の建屋滞留水水位低下状況（実績） 
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仮設ポンプによる残水処理（約 10m3/h）を行うことで，

建屋内外の水位逆転を回避することが可能である。 

約 4.5 ヶ月 
他の建屋の最低排水レベルは全て平均潮位以下 
↓ 
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【参考２】絶対下限水位を平均潮位とすることの妥当性 

現在は，海側遮水壁が閉合されているため，潮汐の変動が建屋周辺の地下水位に与える影

響は極めて小さいと考えられる。しかし，安全側の観点から，海側遮水壁閉合前のデータを

用いて，絶対下限水位を平均潮位とすることの妥当性を検討する。検討にあたっては，海側

遮水壁閉合前の小名浜地点潮位データと建屋海側の地下水位データを用いた。 

【使用データ】 

・小名浜地点潮位データ：2015 年 4 月 1 日～9月 1 日（気象庁 HP より取得） 

・地下水位データ：2015 年 4月 1 日～9月 1日 

地下水ドレンＡ～Ｄを起点とし，山側に向かうライン上の 

中粒砂岩層地下水観測井，注水井，サブドレン（図―５参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ 検討位置図 
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地下水ドレンＡ～Ｄの各ライン上の地下水位と小名浜地点潮位の経時変化を図－６～９

に示す。 

地下水ドレンＡ～Ｄでは，潮汐と同様の周期での水位変動が明瞭であるが，海から遠い地

点では，潮汐と同様の周期での水位変動が明瞭ではない。 

 

 

図－６ 地下水ドレンＡライン上の地下水位の経時変化 

 

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

5.5

6.0

6.5

4/1 5/1 5/31 6/30 7/30 8/29

地
下

水
位

・
潮

位
TP

(m
)

◆ 潮汐と地下水位の経時変化図① （Aライン：地下水ドレンA～SD-N1 間）
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図－７ 地下水ドレンＢライン上の地下水位の経時変化 

 

 

図－８ 地下水ドレンＣライン上の地下水位の経時変化 
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◆ 潮汐と地下水位の経時変化図② （Bライン：地下水ドレンB～SD2 間）
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◆ 潮汐と地下水位の経時変化図③ （Cライン：地下水ドレンC～RW28 間）
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図－９ 地下水ドレンＤライン上の地下水位の経時変化 
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◆ 潮汐と地下水位の経時変化図④ （Dライン：地下水ドレンD～SD31 間）
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地下水位への潮汐の影響をより詳しく把握するために，周波数分析を実施した。結果を

図－１０～２４に示す。 

小名浜地点潮位，地下水ドレンＡ～Ｄでは，明瞭な卓越周期（0.52 日，1.00 日，0.50

日，1.08 日）が認められる。 

 

 

図－１０ 周波数分析の結果（小名浜潮位） 

 

 

 

 

図－１１ 周波数分析の結果（地下水ドレンＡ） 
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図－１２ 周波数分析の結果（地下水ドレンＢ） 

 

 

 

 

図－１３ 周波数分析の結果（地下水ドレンＣ） 
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図－１４ 周波数分析の結果（地下水ドレンＤ） 

 

 

 

 

図－１５ 周波数分析の結果（Co-15） 
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図－１６ 周波数分析の結果（Co-14） 

 

 

 

 

図－１７ 周波数分析の結果（Co-12） 
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図－１８ 周波数分析の結果（RW31） 

 

 

 

 

図－１９ 周波数分析の結果（RW30） 
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図－２０ 周波数分析の結果（RW28） 

 

 

 

 

図－２１ 周波数分析の結果（RW24） 

  

1.E-06

1.E-05

1.E-04

1.E-03

1.E-02

1.E-01

1.E+00

0.1110

振
幅

(m
)

周期 (day)

RW28

1.E-06

1.E-05

1.E-04

1.E-03

1.E-02

1.E-01

1.E+00

0.1110

振
幅

(m
)

周期 (day)

RW24



 
Ⅱ-2-6-添 15-42 

 

 

 

 

 

図－２２ 周波数分析の結果（SDN1） 

 

 

 

 

図－２３ 周波数分析の結果（SD2） 
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図－２４ 周波数分析の結果（SD31） 
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表－５及び図－２５に，小名浜地点潮位の卓越周期（0.52 日，1.00 日，0.50 日，1.08 日）

における振幅を示す。 

海から近い地点（地下水ドレンＡ～Ｄ）においては，小名浜地点潮位の卓越周期における

振幅は大きいままであるが，海から 100m 以上離れた建屋周辺（RW31，SDN1，RW30，SD2，

RW28，RW24，SD31）においては，卓越周期１（0.52 日）で 4.0％以下，卓越周期２（1.00 日）

で 6.1％以下，卓越周期３（0.50 日）で 3.8％以下，卓越周期４（1.08 日）で 4.3％以下に

減衰し，振幅は 0.011m 以下であることが確認できる。 

以上から，潮汐の変動が建屋周辺での地下水位に与える影響は軽微であり，絶対下限水位

を平均潮位とすることは妥当と判断している。 

なお，仮に，朔望平均満潮位（T.P.+0.764m）及び朔望平均干潮位（T.P.-0.736m）の潮位

振幅が継続した場合でも，上記の減衰を考慮すると，建屋周辺での地下水位の振幅は 0.05m

以下になると考えられる。これは，現状の建屋内外水位差の運用目標（サブドレン稼働時

0.8m，非稼働時 0.45m）内に包含される。 
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表－５ 海からの距離と小名浜地点潮位の卓越周期における振幅の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２５ 海からの距離と小名浜地点潮位の卓越周期における振幅の関係 
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別紙－２ 

 

発電所建屋周辺の地質構造・地下水位 

 

１．発電所周辺の地形 

発電所の敷地は，周囲を川に挟まれた海抜３５ｍ程度の台地であり，海側を掘削し海抜約

１０ｍの地盤に，発電所建屋を設置している。 

 

図－１ 発電所周辺の地形 

 

２．発電所周辺の地質構造 

敷地を中心とする半径約 30km の範囲及びその周辺について，文献調査，地表地質調査，

海上音波探査等を実施し，敷地内について，地表地質調査，ボーリング調査等を実施してい

る。 

発電所敷地に分布する富岡層は，発電所の西方約 8km から海岸部までの範囲に広く分布

し，海で堆積した泥岩及び砂岩が主体である。凝灰岩を多く挟在し良好な鍵層（地層の生成

年代を対比し連続性を判断する際に目印となる地層）が認められ，敷地内の地層でもこの鍵

層が確認できる。 

 

  



 
Ⅱ-2-6-添 15-47 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 発電所周辺の地質構造 

 

３．発電所敷地内でのボーリング 

発電所の調査・建設時以降に建屋付近を中心に構内で実施した約200孔（平均孔長約170m）

のボーリングについて地質の判別を行い，周辺露頭調査結果と合わせて発電所周辺の三次

元地質モデルを構築している。 

 

図－３ 発電所敷地内でのボーリング位置図 

 

発電所敷地内の地質構造については図－4 参照 
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４．発電所敷地内の地質構造（東西断面） 

発電所敷地内の地層は，地表面付近の段丘堆積物より下層が，富岡層（T3部層）の砂岩・

泥岩主体の地層であり，上から中粒砂岩層（中粒砂岩を主体としシルト岩を挟在），泥質部，

互層部（数 cm～の間隔で中粒砂岩とシルト岩が交互に分布），泥質部（２層の連続性のよ

い砂層（細粒砂岩・粗粒砂岩）を挟在）が敷地内に連続し，傾斜角約２度で海側に傾いてい

る。西側で台地が切れることから，中粒砂岩層・互層部の地下水は主に台地への降雨により

涵養されている。 

富岡層（T3部層）の下部には，砂岩・泥岩主体で厚さ約 100m の富岡層（T2部層）が分布

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 発電所敷地内の地質構造（東西断面） 

 

５．発電所敷地内の地質構造（南北断面） 

地層は南北方向にほぼ水平に分布している。中粒砂岩層と互層部を隔てる泥質部は厚さ

数 m，互層部下側の泥質部は厚さ 30～40m で連続して分布する。 
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図－５ 発電所敷地内の地質構造（南北断面） 

 

６．発電所内の地下水 

地層の透水性は，ボーリング孔内における透水試験の結果をもとに，段丘堆積物・中粒砂

岩層・互層部・細粒砂岩・粗粒砂岩を透水層（水の通りやすい層），泥質部を難透水層（水

の通りにくい層）としている。 

地表に近い地下水は不圧地下水（地下水面を有する地下水）で，段丘堆積物・中粒砂岩層

を流れ，地形の低下に伴い台地から建屋付近に向かって大きく水位が低下する。 

難透水層に上下を挟まれた透水層（互層部・細粒砂岩・粗粒砂岩）の地下水は被圧地下水

（水面を持たず圧力がかかっている）となっていて，それぞれの層の中を海側に向かって流

れており，4 号機建屋付近を除き，不圧地下水とは隔てられている。 

中粒砂岩層の地下水が，建屋内・建屋海側に流入することで汚染水増加の主要因となって

いる。 
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図－６ 発電所内の地下水（イメージ） 

 

７．中粒砂岩層と互層部および細粒・粗粒砂岩の水頭比較 

地下水位観測井位置を図－７，中粒砂岩層，互層部及び細粒・粗粒砂岩のエリア毎の水頭

比較を図―８．１～８．１２に示す。 

建屋山側１・２号機周辺での互層部の水頭は，中粒砂岩層の地下水位よりも水頭差で約 2

～5m 高くなっている（図－８．１～８．３）。このことから，中粒砂岩層と互層部間の泥

質部は難透水層であると評価される。細粒・粗粒砂岩の水頭は，互層部の水頭と同程度であ

る（図－８．１，８．３～８．４）。 

互層部の水頭と中粒砂岩層の地下水位との差は，南側に行くほど小さくなり，４号機付近

では両者の差がなくなる（図―８．２～８．５）。建屋基礎が互層部に達していることによ

り，地下水が連通していると考えられる。 

建屋山側と同様に，建屋海側においても互層部の水頭と中粒砂岩層の地下水位の差は，南

側に行くほど小さくなる（図―８．６～８．９）。細粒・粗粒砂岩の水頭は，南側に行くほ

ど互層部水頭より大きくなる（図―８．７～８．８）。細粒・粗粒砂岩と互層部に水頭差が

あることから，その間にある泥質部は難透水層であると評価される。 

４号機建屋南側では，中粒砂岩層の地下水位，互層部の水頭，細粒・粗粒砂岩の水頭に差

異が認められ（図―８．１０），中粒砂岩層と互層部，互層部と細粒・粗粒砂岩それぞれの

間にある泥質部は難透水層であると評価される。 

４ｍ盤の中粒砂岩層の水位はウェルポイントによる汲上げ等の影響を受け，変動してい

る（図－８．１１～８．１２）。互層部の水頭は海側遮水壁閉合後，上昇が確認され，現時

点では，中粒砂岩層の水位よりも安定して高くなっており，中粒砂岩層と互層部の泥質部は

難透水層であると評価される。 

以上より，中粒砂岩層／互層部／細粒・粗粒砂岩間の泥質部の存在により，中粒砂岩層と
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深部間の地下水の連通性は小さい。また，互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭はいずれも T.P.

±0m を上回っており，平均潮位まで下がることは考えにくい。  
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図―８．１ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（北側） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．２ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（山側①） 

 

  

約 3m 

【#1北側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 
青：細粒・粗粒砂岩 

約 2m 

約 5m 

【#1山側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 

※1
※2

※3

※1 9/17：サブドレン 24 時間稼働開始 
※2 9/19：海側遮水壁鋼管矢板一次打設完了

※3 10/26：海側遮水壁閉合完了 



 
Ⅱ-2-6-添 15-54 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．３ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（山側②） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．４ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（山側③） 

 

 

【#2山側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 
青：細粒・粗粒砂岩 

約 2m 

【#3山側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 
青：細粒・粗粒砂岩 
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図―８．５ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（山側④） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．６ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（海側①） 

 

 

【#4山側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 

【#1海側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 
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図―８．７ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（海側②） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．８ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（海側③） 

 

 

【#2海側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 
青：細粒・粗粒砂岩 

【#3海側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 
青：細粒・粗粒砂岩 
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図―８．９ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（海側④） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．１０ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（南側） 

 

【#4海側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 

【#4南側】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 
青：細粒・粗粒砂岩 
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図―８．１１ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（４ｍ盤①） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８．１２ 中粒砂岩層／互層部，細粒・粗粒砂岩の水頭比較（４ｍ盤②） 

以上 

【4m盤#1/2間】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 

【4m盤#2/3間】 
赤：中粒砂岩層 
緑：互層部 
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別紙－３ 

 

海側遮水壁の遮水性能の評価 

 

 

１．概要 

海側遮水壁の遮水性は，既往の文献等を勘案して，建屋周辺の難透水層と同等程度である，

1×10-6cm/sec 程度の透水係数を有していると想定しており，同値を陸側遮水壁の検討にお

ける地下水収支や地下水シミュレーションの計算条件に用いている。 

なお，海側遮水壁閉合後の鋼管矢板の透水係数を直接測定することは困難であることか

ら，潮位変動と地下水ドレンポンドの水位変動の関係から海側遮水壁閉合後の透水係数を

試算し，1×10-6cm/sec 程度を有していると評価した。 

 

２．既往の文献に基づく海側遮水壁の透水係数の想定 

『土木学会第 56 回年次学術講演会 鋼管矢板継手の遮水性能評価試験』に基づいて，海

側遮水壁に採用している鋼管矢板の継手形式である，P-T 継手（ベロ式ゴム＋止水ゴム）

の透水係数を確認した。なお，上記試験では，試験実施前に継手の曲げひずみが 250μと

なるよう変形を与えた状態で実施している。 

地下水ドレンポンド揚水ポンプ起動水位（H 値）が T.P.+約 1.8m（O.P.+約 3.3m）であ

り，平均潮位 T.P.約 0m（O.P.+約 1.5m）との水位差が約 1.8m であることから，載荷水圧

を 0.02MPa（≒1.8m×9.8kN/m3×10-3）とした時の試験結果より，透水係数は 1×10-8cm/sec

程度を有すると確認出来る（図－１参照）。 

以上より保守性を考慮して，海側遮水壁の透水係数を 1×10-6cm/sec と想定した。 

  



 
Ⅱ-2-6-添 15-60 

 

 

 

 

図－１ 鋼管矢板継手の遮水性能試験結果 

（土木学会第 56 回年次学術講演会 鋼管矢板継手の遮水性能評価試験） 

 

３．海側遮水壁閉合後の遮水性能の評価 

海側遮水壁閉合後の鋼管矢板の透水係数を直接測定することは困難であることから，潮

位変動と地下水ドレンポンドの水位変動の関係から透水係数の試算を行った。 

「海の潮汐変動による湾岸地下水の水位変動（周期変動の伝播）」については，『土と基

礎 実用数式・図表の解説／土質工学会編』において，図-2 の（式 7.15）のとおり示され

ている。 

 

海側遮水壁の継手タイプ 

0.02MPa の試験結果 
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図－２ 海の潮汐変動による海岸地下水の水位変動 

（土と基礎 実用数式・図表の解説／土質工学会編） 

 

海側遮水壁閉合後の降雨や地下水ドレン稼働の影響を受けていない期間（2015 年 10 月

29 日～11 月 1 日）における海側遮水壁内の地下水位は，約 0.9cm（図－３赤文字①～⑮）

の変動を伴いながら上昇しているが，2周期/日の潮汐変動（約 88cm；図－３青文字①～⑮）

との明瞭な同調は見られない。従って，海側遮水壁の透水係数は極めて小さいと考えられ

る。 

海側遮水壁の透水係数を大きめに評価するため，潮汐変動と明瞭な同調が見られていな

い図－３中の地下水位の変動（赤文字①～⑮）が全て潮汐（青文字①～⑮）の影響による

ものと仮定し， 式 7.15 に基づき海側遮水壁の透水係数を算定すると，約 1×10-6cm/sec

（換算厚 0.5m）となった。 

以上より，陸側遮水壁の検討において用いた海側遮水壁の遮水性の想定に対して，同等

以上の遮水性を有していると評価した。  

   h（x，t） ：境界から xの位置の t時間後の水位 
   D  ：水深 
   Δｈ

0
 ：潮汐変動 

   Δｈ
0
e
-αx

 ：境界から xの位置の地下水位変動 
   σ  ：周期 
   S  ：貯留係数 
   t  ：時間 
   ｋ  ：透水係数 
出典「土質工学ライブラリー7 土と基礎 実用数式・図表の解説／土質工学会編」 
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図－３ 海側遮水壁閉合後における潮汐と地下水位との関係 

 

以上 

 

 

 

A 
B C D 

E 

1T/B 2T/B 3T/B 4T/B 

地下水ドレンポンド A

地下水ドレンポンド B

地下水ドレンポンド C

地下水ドレンポンド D
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別紙－４ 

 

陸側遮水壁（海側）の閉合範囲 

 

１．概要 

陸側遮水壁（海側）は 1～4号機海水配管トレンチ下部は非凍結とし，残りの部分を凍

結する。 

そのため，第一段階の海水配管トレンチ下部の非凍結箇所における地下水流の影響に

よる地盤安定性を評価することを目的として以下の検討を行った。 

 

２．陸側遮水壁（海側）における海水配管トレンチ下部の非凍結箇所 

１～４号機海水配管トレンチ（海水配管トレンチ）部においては，削孔ビットがトレン

チ内部の配管架台（Ｈ鋼等）等と干渉し，削孔に長時間を要することから，まず，海水配

管トレンチ下部の地盤を除いた範囲を凍結することとする。その後，海水配管トレンチ近

傍で地下水位のモニタリングを実施し，周辺地下水位との比較や建屋流入量への影響な

どを評価して，海水配管トレンチ下部の施工時期を決める。 

従って，第一段階の海側の閉合時には，図－１に示す海水配管トレンチ下部を非凍結

（海側ライン全体面積の約 1.6%，海側ライン透水層全体面積の約 1.0%）とする。 

なお，非凍結箇所の透水層面積は中粒砂岩層：約 27m2，互層部：約 33m2，細粒・粗粒砂

岩：約 66m2，計 126 m2となっている（図－２）。 
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図―２ 海水配管トレンチ下部の非凍結範囲（詳細） 

 

３．海水配管トレンチ下部の非凍結箇所を通じた陸側遮水壁外への地下水移動量の評価 

海水配管トレンチ下部の非凍結箇所を通じた陸側遮水壁外への地下水移動量を確認す

るため，陸側遮水壁（海側）西側の地下水位が上昇し，移動量が大きくなる第一段階フェ

ーズ１を対象とし，評価を実施した。なお，評価に使用した物性値を表－１に示す。 

陸側遮水壁（海側）西側の地下水収支計算（図－３）を，海水配管トレンチ下部の非凍

結箇所（中粒砂岩層，互層，細粒・粗粒砂岩）を通じた地下水の移動を考慮して実施し，

地下水収支がバランスする地下水位および非凍結箇所を通じた移動量を算定した。ただ

し，フェーズ１で南北方向へ地下水が移動しないとした。 

 

① 中粒砂岩層・互層 

上述の計算により，フェーズ1での中粒砂岩層の地下水位はT.P.+3.5m（O.P.+5.0m），

最大上昇量は 1.0m となった。互層は陸側遮水壁（海側）内外で中粒砂岩層の上昇量相

当の 1.0m の水頭差が生じるとした。海水配管トレンチ下部の非凍結箇所を通じた地下

水移動量は，中粒砂岩層が約 60m3/日，互層が約 20m3/日となった（図－４）。 

但し，互層を通じて流出した地下水は，以下の②と同様の経路により，全量，海へ流

出すると考えた。 

 

② 細粒・粗粒砂岩 

差し替え済み 

GL 
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建屋周辺の下部に存在する泥質部は遮水性が高いことから，4 号機建屋周辺を除き，

下部への地下水の流れは生じ難く，陸側遮水壁（海側）の海水配管トレンチ下部の細粒・

粗粒砂岩に一部非凍結の箇所があっても遮水壁内の地下水の移動は考え難い。しかし，

ここでは保守的に，海側遮水壁近傍で細粒・粗粒砂岩の圧力が抜けた場合を仮定して，

海水配管トレンチ下部の細粒・粗粒砂岩を通じて海へと移動する地下水量を算定した。 

①で示した通り，フェーズ１での中粒砂岩層の地下水位は T.P.+3.5m（O.P.+5.0m）

となった。移動経路を図－５に示す通り，陸側遮水壁（海側）西側の互層部→泥質部→

細粒・粗粒砂岩→泥質部→互層部→泥質部→海域として算定すると，海水配管トレンチ

下の非凍結箇所（細粒・粗粒砂岩）を通じた移動量は約 30m3/日となった（図－５）。 

 

表－１ 物性値 

 

陸側遮水壁 
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図－３ 陸側遮水壁（海側）のみ閉合した場合の地下水収支想定 

  

4m 盤のフェーシングエリアに

おける降雨浸透率は 0%と仮定. 

（）内の数字は降雨浸透率を

30%とした場合の参考値. 
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図－４ 海水配管トレンチ下部の非凍結箇所を通じた地下水移動量の想定 

（第一段階フェーズ 1 中粒砂岩層） 

 

 

図－５ 海水配管トレンチ下部の非凍結箇所を通じた地下水移動量の想定 

（第一段階フェーズ１ 細粒・粗粒砂岩） 
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４．海水配管トレンチ下部の非凍結箇所における地下水流速増加に対する地盤の安定性 

陸側遮水壁（海側）の閉合後，海水配管トレンチ下部の非凍結箇所では，地下水流速が

速くなり，地盤中の土粒子が動いて地盤に損傷を与える懸念があることから，地下水流速

に対する地盤安定性について評価する。ここでは海水配管トレンチ下部の非凍結箇所の

地下水流速による地盤損傷を確認するため，地下水流速が厳しい，第一段階（フェーズ１）

を対象とする。 

 

(1) 評価方法 

３次元浸透流解析等を用いて，陸側遮水壁（海側）の海水配管トレンチ下部の非凍結

箇所の地下水流速を想定し，地盤中の土粒子が地下水の流れにより動き出す時の地下

水流速（限界実流速）よりも小さいことを確認する。  

具体的には，地盤中の土粒子が動く限界実流速の算定にあたっては，土粒子付近に発

生する渦や摩擦等の影響を考慮した「多粒子限界流速の算定式」（杉井他 1997）（図－

６）を用いて算定した平均粒径（D50）および 20%粒径（D20）における限界実流速が，  

非凍結箇所の実流速（３次元浸透流解析結果）よりも大きいことを確認する。 

なお，評価に用いる土粒子の粒径は，土質試験を複数実施している 5 号機南側付近

（5 試料）の試験結果を用いる。 

 

出典 浸透破壊における粒子群を考慮した限界流速（1997，杉井，宇野，山田ら） 

図－６ 多粒子限界流速の算定式フロー 
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(2) 非凍結箇所における地下水実流速の想定 

海側のみを閉合した条件で，３次元浸透流解析を用いて海水配管トレンチ下部の透

水層における流速を基に，実流速を算定した。解析モデルを図－７に，物性値は表－１

に，解析条件を表－２に，解析により算定した地下水分布を図－８，９に示す。その結

果，表－３に示す通り，1号機海水配管トレンチ下部の互層部において地下水実流速が

最大となり 3.6m/day（4.2×10-3cm/s）程度になった。 

上記解析では，陸側遮水壁（山側）の北側一部を未閉合の状態で評価している。この

影響を保守的に考慮するため，「３．②」で述べた建屋周辺地下水位の地下水収支計算

上における最大上昇量（約 1.0m）を，上記３次元浸透流解析により得られた陸側遮水

壁（海側）内外の水位差に考慮し，地下水実流速を求めた。その結果，1号機海水配管

トレンチ下部の互層部における地下水実流速は，7.2m/day（8.3×10-3cm/s）程度になっ

た。 
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【断面図（A-A）】 

 

【平面図】 

図－７ 解析モデル 
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表－２ ３次元浸透流解析に用いた計算条件 
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図－８ ３次元浸透流解析結果による地下水位分布（中粒砂岩層） 

   

 

 

図－９ ３次元浸透流解析結果による地下水位分布（互層部） 
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表－３ 非凍結箇所の最大流速（３次元浸透流解析結果） 

 

 

(3) 互層部の土質試験結果 

土質試験結果（5号機南側，5試料）による互層部（互層部中の砂岩）の粒度試験結

果は表－４に示す通り，20%粒径は 0.205mm，平均粒径は 0.306mm であった。 

 

表－４ 粒度試験結果（５号機南側付近 互層部内の砂岩） 

  

 

中粒砂岩層 互層部 細粒砂岩 粗粒砂岩

最大流速が発生する箇所 4号機下 １号機下 １号機下 １号機下

ダルシー流速（cm/day） 27.4 42.8 54 39.1

実流速①（cm/day） 66.8 261 132 95.4

実流速②（cm/day） 91.3 357 180 130

①隙率41%、②有効間隙率30%

互層部内のうち砂岩のみ地下水が流れるものと仮定（砂岩：泥岩＝4:6）

（単位：mm）

ボーリング名 20%粒径 平均粒径

ow5c-8 0.190 0.300

ow5c-10 0.180 0.300

ow6c-8 0.220 0.320

ow6c-9 0.235 0.310

ow7c-10 0.200 0.300

平均値 0.205 0.306

20%粒径をD20，平均粒径をD50とした

①有効間隙率：41%，②有効間隙率:30% 
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(4) 陸側遮水壁（海側）の非凍結箇所の地盤安定性の評価 

地盤中の土粒子が動き出す時の最大流速（限界実流速）と土粒子の関係，想定最

大実流速を図－１０に示す。20%粒径および 50%粒径の限界実流速は，間隙率が 30%

（砂層の有効間隙率） ，41%（室内試験値）のいずれの条件でも，想定最大実流速

の方が小さい結果となった。 

以上より，陸側遮水壁の海側の非凍結箇所は，地盤安定上は問題ないものと評価す

る。 

図－１０ 限界実流速と土粒子の粒径の関係および想定最大実流速 

 

以上 

 

 

0.001

0.01

0.1

1
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0.0001 0.001 0.01 0.1 1 10

粒
径

D(
m

m
）

多粒子限界実流速Ｖn（cm/s）

限界実流速と土粒子の粒径の関係（砂岩）

間隙率 41%

間隙率 30%（砂層の有効間隙率）

ダムアップを考慮した
非凍結箇所の最大実流速
（間隙率41％）
6.1×10-3cm/s

20%粒径の実流速
（間隙率30%）
2.1×10-2cm/s

50%粒径の実流速
（間隙率30%）
4.8×10-2cm/s

20%粒径の実流速
（間隙率41%）
6.8×10-2cm/s

50%粒径の実流速
（間隙率41%）
1.4×10-1cm/s

※ 水平方向における土粒子の抵抗を考慮して多粒子限界実流速は「多粒子限界実流速の算定式」の算出結果に摩擦係数（内部摩擦角38.5°）
を乗じた値としている。内部摩擦角は，「福島第一原子力発電所 原子炉変更許可申請書」を参照。

ダムアップを考慮した
非凍結箇所の最大実流速
（間隙率30％）
8.3×10-3cm/s
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別紙－５ 

 

地下水収支と地下水位低下挙動 

 

１．陸側遮水壁閉合前の建屋周辺への地下水供給量 

陸側遮水壁閉合前の建屋周辺への地下水供給量については，地下水ドレンの汲み上げを

開始した 2015 年 11 月 6日から 2016 年 1 月 7 日までの間の建屋流入量・各種汲み上げ量の

実績等から，1,050m3/日程度（下式）と評価した。 

 

 

図－１ 陸側遮水壁閉合前の建屋周辺への地下水供給量の評価結果 
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２．陸側遮水壁閉合後の地下水収支と地下水位低下挙動 

陸側遮水壁山側の段階閉合時における地下水遮断率ごとの地下水収支，地下水位低下挙

動を評価する。 

 

(1) 評価の考え方と仮定 

①地下水収支 

陸側遮水壁閉合域内の地下水収支は，下式で表せる（図－２参照）。 

 

降雨浸透による地下水涵養量【Ｅ】＋ 山側からの地下水流入量【Ｆ】＝ 

サブドレン汲み上げ量【Ａ】＋ 建屋流入量【Ｂ】＋ 4m盤への地下水移動量【Ｃ】 

 ＋ 陸側遮水壁閉合範囲外（深部地盤等）への移動量【Ｄ】 

 

上流からの地下水流入量が減少すると，閉合域内の地下水位が低下するとともに，Ａ，

Ｂ，Ｃ，Ｄ各々が減少する。ここで，Ｅは定数，Ｆは地下水遮断率のみに，Ｂ，Ｃ，Ｄ

は，地下水位のみに依存すると仮定すると，Ａは，Ｅ＋ＦとＢ＋Ｃ＋Ｄの差分で示すこ

とができる。下記のように地下水遮断率を設定し，収束計算により，地下水位，並びに

Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄを算定する。 

なお，ここでは，以下を仮定する。 

・地下水遮断率：50%，90%，100% 

・降雨浸透率：4m盤以外：55%，4m 盤：0%※,(参考)30%※ 

※段階閉合時の地下水位低下量に関して，降雨による地下水涵養量を少なく評

価するために，4m盤のフェーシング効果を 100%見込み，降雨浸透率を 0%と仮

定した。 

なお，参考として，浸透率を 30%とした場合の評価も併せて示す。 

・降雨量：12ヶ月間累積最小降雨（【参考】参照）にもとづき，2mm/日（≒763mm/365

日）とする。 

・地下水位：閉合域内の地下水位は一様に変動する 

・建屋流入量：建屋滞留水水位と 10ｍ盤地下水位（サブドレン水位）との水位差に

比例する 

・4ｍ盤への地下水移動量：10ｍ盤地下水位（サブドレン水位）と 4m 盤地下水位との

水位差に比例する。但し，互層を通じた地下水の移動は考慮しない。（別紙－４ 図

－４参照） 

・陸側遮水壁閉合範囲外（深部地盤等）への移動量：深部地盤への地下水の移動が存

在すると仮定し，10ｍ盤地下水位（サブドレン水位）と潮位との水位差に比例する

（別紙－４ 図－５参照） 

・陸側遮水壁閉合範囲内の地下水位（サブドレン水位）の初期値：T.P.+2.5m
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（O.P.+4.0m） 

・7.5m～4m 盤の地下水位の初期値：T.P.+1.9m（O.P.+3.4m） 

 

②地下水位低下挙動 

設定した遮断率の状態が，長期間継続すると仮定し，その期間の地下水位低下量の時

間的変動を評価する。評価は地下水遮断率を 50%（ケース１），90%（ケース２），100%

（ケース３）の３ケースについて行う。①の考え方をもとに，建屋滞留水水位を固定し，

降雨浸透による涵養量および建屋流入量等の地下水収支に基づき，地下水位の変化量

を算出する。変化後の地下水位を基に地下水収支を算出し，地下水位変化量を算出する

繰り返し計算により地下水位低下量の時間的変動を評価する。 

ここでは，①の仮定のうち，以下を変更する。 

・降雨量：1～12 ヶ月間の累積最小降雨（【参考】参照）にもとづき，各月の降雨量か

ら，1日あたりの降雨量を評価。 

・降雨浸透率：4m盤以外：55%，4m 盤：0% 

 

図－２ 地下水収支・地下水位変動量の時間的変動の算定に関わる各種項目 

 

(2) 評価結果 

①地下水収支（図－３） 

地下水遮断率を 50%とした場合において建屋流入量は現状より減少するものの，サブ

ドレン汲み上げ量は現状とほぼ変わらない結果であった。 

地下水遮断率を 90%とした場合においても，サブドレン汲み上げ量は約 30m3/日程度

であり，サブドレン水位は O.P.+4.0m を維持している。 
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図－３ 山側からの地下水流入の遮断率に応じた地下水収支イメージ 

 

②地下水位低下挙動（図－４） 

ケース 1（遮断率 50%）では，上流からの地下水の流入および降雨浸透が日平均で約

530m3/日あり，サブドレンの稼働が継続し，地下水位は平均的に O.P.+4m に維持される。 

ケース 2（遮断率 90%）では，供給量が日平均で約 190m3/日あり，少雨時期にはサブ

ドレン稼働水位以下まで地下水位が低下するものの，降雨とともに徐々に水位が回復

し，サブドレンが稼働すると評価できる。 

一方，ケース 3 （遮断 100%）では，山側からの流入が完全に遮断されるため，地下

水位は低下するが，その地下水位低下量（最大約 0.007m/日）は建屋滞留水水位制御能

力（約 0.01m/日）以下であり，建屋内外水位差が逆転することはないと評価している。

なお，降雨とともに水位が回復し，建屋との水位差を保持した状態で推移する。 

 

4m 盤のフェーシングエリアに

おける降雨浸透率は 0%と仮定. 

（）内の数字は降雨浸透率を

30%とした場合の参考値. 
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図－４ 山側からの地下水流入の遮断率に応じた地下水変動の想定 
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【参考】浪江地点の 1～12 ヶ月累積最小降雨 

降雨条件については，地域気象観測システム（アメダス）浪江地点の 30年間の降水実績

（気象庁 HP より）から，下表のように 1～12ヶ月累積最小降雨（対象月は表－１のとおり）

および，降水量の月間差分を算出し，設定した。なお，サイトが位置する大熊地点（福島第

一原子力発電所構内）の降水量とほぼ同程度であることを確認済みであり，長期間のデータ

の信頼性（欠測期間の有無・長さ）を考慮し，浪江地点の降水量実績を用いることとした。 

 

表－１ 浪江地点の 1～12 ヶ月の累積最小降雨の設定 

月間 時期 
降水量 

(mm) 

降水量月間差分 

(mm) 

1 
1985 年 1月 

1995 年 12 月 
2 2 

2 1977 年 1～2 月 11 9 

3 1995 年 12 月～1996 年 2月 25 14 

4 1998 年 11 月～1999 年 2月 54 29 

5 1995 年 10 月～1996 年 2月 105 51 

6 1995 年 10 月～1996 年 3月 200 95 

7 1995 年 10 月～1996 年 4月 262 62 

8 1995 年 10 月～1996 年 5月 369 107 

9 1995 年 10 月～1996 年 6月 421 52 

10 1995 年 10 月～1996 年 7月 569 148 

11 1995 年 10 月～1996 年 8月 619 50 

12 1983 年 10 月～1984 年 9月 763 144 

 

以上 
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別紙―６ 

 

陸側遮水壁（山側）の閉合率と地下水遮断率の関係 

 

 

１．閉合率と地下水遮断率の関係 

未凍結箇所では地下水の流れが集中して流速が大きくなり流入量が増加することか

ら，陸側遮水壁（山側）閉合による山側からの地下水流入の減少の割合（地下水遮断

率）は，陸側遮水壁（山側）総延長に対する凍結長さの割合（閉合率）より小さくな

る。 

ここでは，閉合率と地下水遮断率の関係について，解析を用いて評価する。 

 

(1) 評価方法 

陸側遮水壁（山側）を段階的に凍結した場合の，閉合率と地下水遮断率の関係につい

て，３次元浸透流解析を用いて評価した。 

解析モデルを図－１に，物性値を表－１に，解析条件を図－２に示す。 

解析ケースは，ケース１が陸側遮水壁（山側）の閉合率が 0%の場合，ケース２と２’

で「未凍結箇所の中粒砂岩の透水係数（現地透水試験結果の平均値と最小値）」を，ケ

ース２と３で「未凍結箇所の配置（南北面への配置の有無）」をパラメータとして設定

した。 

山側からの地下水流入量は，①建屋流入量，②サブドレンくみ上げ量，③海水配管ト

レンチ下の未凍結箇所を通じた 4m盤への地下水流出量から，陸側遮水壁内の降雨浸透

量（④）を除いた量（①＋②＋③－④）と算定した。地下水遮断率は，陸側遮水壁（山

側）の閉合率が 0%の場合（ケース１）の地下水流入量に対する，閉合率が約 95％の場

合（ケース２，２’，３）の地下水流入量の減少率として算定した。 

 

(2) 評価結果 

陸側遮水壁（山側）の閉合率 95％の場合の地下水遮断率は，約 50～60%であった。 
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【断面図（A-A）】（縦・横で縮尺は異なる） 

 

【平面図】 

図－１ 解析モデル 

 

 

 

 

人
人工岩盤 
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表－１ 物性値 

 

  

陸側遮水壁 
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図－２ 閉合率と地下水遮断率に関する解析条件 

 

  

未凍結箇所の配置（ケース 2，２’） 

未凍結箇所の配置（ケース 3） 
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図－３ 閉合率と地下水遮断率に関する解析結果 

 

２．地下水流速増加に対する地盤の安定性 

未凍結箇所では，地下水流速が速くなり，地盤中の土粒子が動いて地盤に損傷を与え

る懸念があることから，地下水流速に対する地盤安定性について評価した。 

 

(1) 評価方法 

別紙－４ ３．(1)と同様とした。 

 

(2) 未凍結箇所の実流速の想定 

「１．閉合率と地下水遮断率の関係」についての解析結果のうち，地下水流速が最も大

きい「ケース２」を検討対象として，実流速を想定した。その結果，表－２に示す通り，

閉合率
建屋流入量

①
サブドレン
汲上げ量②

海水配管トレンチ下の
4m盤への流出③

降雨浸透量
④※2

地下水流入量
⑤＝①＋②＋③-④

地下水
遮断率※3

ケース１ 0% 230 370 5 140 465 －

ケース２ 95% 180 170 5 140 215 54%

ケース２’ 95% 170 150 5 140 185 60%

ケース3 95% 170 170 5 140 205 56%

浸透流解析の結果
※2 陸側遮水壁内の面積を64,000m2として算定
※3  ケース１に対する地下水流入量の減少率
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1 号機西側の互層部において地下水実流速が最大となり 2.6m/day（3.0×10-3cm/s）程度

になった。 

 

表－２ 未凍結箇所の最大流速（３次元浸透流解析結果） 

 

 

(3) 互層部の土質試験結果 

土質試験結果（5号機南側，5試料）による互層部（互層部中の砂岩）の粒度試験結果

は表－３に示す通り。20%粒径は 0.205mm，平均粒径は 0.306mm であった。 

 

表－３ 粒度試験結果（５号機南側付近 互層部内の砂岩） 

  

 

(4) 陸側遮水壁（山側）の未凍結箇所の地盤安定性の評価 

地盤中の土粒子が動き出す時の最大流速（限界実流速）と土粒子の関係，想定最大実流

速を図－４に示す。20%粒径および 50%粒径の限界実流速は，間隙率が 30%（砂層の有効間

隙率） ，41%（室内試験値）のいずれの条件でも，想定最大実流速より１オーダー程度大

きい結果となった。 

以上より，陸側遮水壁（山側）の未凍結箇所は，地盤安定上問題ないものと評価した。 

 

中粒

砂岩層
互層部※ 細粒砂岩 粗粒砂岩

ダルシー流速（cm/day） 74 31 40 55

実流速①（cm/day） 180.5 189.0 97.6 134.1

実流速②（cm/day） 246.7 258.3 133.3 183.3

①間隙率41%、②有効間隙率30%

※互層部内のうち砂岩のみ地下水が流れるものと仮定（砂岩：泥岩＝4:6）

（単位：mm）

ボーリング名 20%粒径 平均粒径

ow5c-8 0.190 0.300

ow5c-10 0.180 0.300

ow6c-8 0.220 0.320

ow6c-9 0.235 0.310

ow7c-10 0.200 0.300

平均値 0.205 0.306

20%粒径をD20，平均粒径をD50とした
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図－４ 限界実流速と土粒子の粒径の関係と想定最大実流速 

 

以上 
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別紙－７ 

 

陸側遮水壁（海側）のみを閉合した場合の影響評価 

 

１．概要 

ここでは，仮に第一段階（フェーズ１）において，陸側遮水壁（山側）の北側一部を閉合

しない場合，山側から流れ込む地下水は，建屋近傍の汚染されたエリアを通過し，陸側遮水

壁（海側）の南北両脇から護岸付近に到達する可能性があることから，その影響を評価する。 

 

図－１ 第一段階（フェーズ１）において陸側遮水壁（山側）の北側一部を 

閉合しない場合の建屋周辺の地下水の流れの概要 

 

２．建屋周辺の観測井における放射性物質濃度測定結果 

建屋周辺の地下水の放射性物質濃度測定結果（2016 年 1月 28 日時点）を図－２～４に示

す。 

測定の結果，セシウム-137 については，２号機建屋山側において 103Bq/L オーダー，１，

２号機建屋海側において 102Bq/L オーダーが検出されている。トリチウムについては，１，

２号機建屋海側において 104Bq/L オーダーが検出されている。ストロンチウム-90 について

は，１号機タービン建屋海側において 103Bq/L オーダーが検出されている。 
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図－２ 建屋周辺（海側）の観測井における放射性物質濃度測定結果（2016 年 1 月 28 日時点） 

（セシウム-137） 

 

図－３ 建屋周辺（海側）の観測井における放射性物質濃度測定結果（2016 年 1 月 28 日時点） 

（トリチウム） 

１号スクリーン・ポンプ室 ２号スクリーン・ポンプ室 ３号スクリーン・ポンプ室 ４号スクリーン・ポンプ室
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図－４ 建屋周辺（海側）の観測井における放射性物質濃度測定結果（2016 年 1 月 28 日時点） 

（ストロンチウム-90） 
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３．評価方法 

測定結果（図－２～４）より地下水中の放射性物質濃度が高く護岸に近い１，２号機タ

ービン建屋海側を対象として，陸側遮水壁（海側）を閉合，陸側遮水壁（山側）を閉合し

ない条件で，建屋近傍の汚染されたエリアを通過した地下水が，護岸に到達した場合の核

種の到達時間，濃度上昇幅を一次元核種移流分散解析により評価する。解析条件を表－１

に，設定値を表－２に示す。検討ケースは，表－３に示す通り，１，２号機建屋海側の放

射性物質濃度を平均値とした場合（ケース１）と放射性物質濃度を最大値とした場合（ケ

ース２）の 2 ケースを実施する。 

表－１ 解析条件 

 

 

表－２ 設定値 
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表３ 検討ケース 

 

 

４．評価結果 

解析の結果，護岸での放射性物質濃度の上昇幅は，以下の通りであった。 

 

（ケース１） 

Cs-137：護岸での濃度上昇幅は，10 年後で 0.1Bq/L 未満である。 

H-3  ：護岸での濃度上昇幅は，３年後に 7,000Bq/L 程度である。 

Sr-90 ：護岸での濃度上昇幅は，10 年後に１Bq/L 程度である。 

（ケース２） 

Cs-137：護岸での濃度上昇幅は，10 年後でも 0Bq/L である。 

H-3  ：護岸での濃度上昇幅は，４～５年後に 59,000Bq/L 程度である。 

Sr-90 ：護岸での濃度上昇幅は，10 年後に４Bq/L 程度である。 

 

以上 

 

 

初期濃度

護岸付近までの移動距離
データ 対象核種

放射性物質濃度
（Bq/L）

ケース1
北側（1,2号機建屋海

側）の平均値

Cs-137 47

120m

・建屋海側近傍のうち，最
も護岸に近い観測井から護
岸までの距離H-3 8,600

Sr-90 700

ケース2
北側（1,2号機建屋海

側）の最大値

Cs-137
（SD26）

350 350m
・核種ごとに最大の放射性
物質濃度が測定された観測
井から護岸までの距離

H-3
（1T-3）

80,000 160m

Sr-90
（RW30）

2,300 120m
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別紙－８ 

 

地下水遮断率の評価とサブドレン稼働状態 

 

 

１．第一段階のフェーズ２における地下水遮断率の評価方法 

実測値等を用いて地下水遮断率を下式に基づき評価し，「地下水遮断率が80%」以下で

あることを確認する。 

   

 

 

 

 

Ｆ０は凍結を開始する前の地下水環境を評価するために必要な期間を設定し、建屋流入

量や各種汲み上げ量の実績等をもとに統計的な処理を行い，評価を行う。なお，降雨や現

場の状況などが地下水流入量に影響を与える場合には，必要に応じて見直しを行う。 

 

 

（次頁に続く） 

 

 

 

 

 

 

【第一段階のフェーズ２における地下水遮断率の評価方法】 

Ｆ
0
：陸側遮水壁（山側）設置前の状態での地下水流入量 

Ｆ
1
：フェーズ２における山側からの地下水流入量 

参 考 地下水遮断率の評価例 

地下水遮断率の評価は，【方法１：地下水収支に基づく評価】と【方法２：未凍結

箇所からの流入量に基づく評価】を併用して評価していくことで，「地下水遮断率が

80%」以下であることを確認する。【方法１】は，フェーズ２の期間を通じて適用性が

高い，また【方法２】は，閉合がある程度進み，未凍結箇所からの流入が支配的にな

っている状態での適用性が高いため，凍結状況に応じて両者を総合的に評価すること

で，地下水遮断率が過大になっていないことを確認する。 

なお，計算条件や算定方法などは地下水環境の実態に合わせて適宜修正を行ってい

く。 
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  （前頁の続き） 

  （次頁に続く）  

【方法１】 地下水収支に基づく評価 

フェーズ２の初期段階など，陸側遮水壁（山側）の遮水効果が発現途中の場合は，７

箇所の未凍結箇所以外からの流入も大きく，未凍結箇所以外からの流入量を考慮した地

下水遮断率を，以下により評価する。 

図－１に示すように地下水収支は下式で表される。  

 

降雨浸透による地下水涵養量【Ｅ】＋ 山側からの地下水流入量【Ｆ】＝ 

サブドレン汲み上げ量【Ａ】＋ 建屋流入量【Ｂ】＋ 4m盤への地下水移動量【Ｃ】 

 ＋ 陸側遮水壁閉合範囲外（深部地盤等）への移動量【Ｄ】 

 

   この時，山側からの地下水流入量（Ｆ）は７箇所の未凍結箇所からの流入（イ），遮

水壁の他部位からの流入（ロ），深部地盤からの流入（ハ）から成る。 

７箇所の未凍結箇所からの流入量（イ）をＦ１ａとすると，Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｅが既知であ

ることから，他の部位からの地下水流入量（ロ，ハ）はＤに含まれることになる。そこ

で，山側からの地下水流入量（Ｆ１ａ’）を７箇所の未凍結箇所からの流入量（Ｆ１ａ）及

び他からの流出入量（Ｄ’）の合計として，地下水遮断率を評価する。 

 

Ｆ１a’＝ Ｆ１ａ－Ｄ’ ＝ Ａ＋Ｂ＋Ｃ－Ｅ 

  Ｆ１ａ’：７箇所の未凍結箇所以外からの流入量を含めた山側からの地下水流入量等 

  Ｆ１ａ  ：７箇所の未凍結箇所からの流入量 

  Ｄ’  ：「陸側遮水壁閉合範囲外（深部地盤等）への移動量【Ｄ】」 

＋「ロ．遮水壁の他部位からの流入」＋「ハ．深部地盤からの流入」 
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（前頁の続き） 

 

 

【方法２】 未凍結箇所からの流入量に基づく評価  

閉合がある程度進み，７箇所の未凍結箇所からの流入が支配的になっている状態で

は，地下水遮断率を以下により評価する。この方法では，フェーズ２の初期段階などで

は地下水流入量を過小評価し、地下水遮断率を過大評価するため、利用には注意が必要

である。 

 

① 各未凍結箇所からの地下水の流入量（Ｑi）を下式に示す通り算定する。 

 

 

 

Ａ：開口箇所面積（m2） 

未凍結箇所の開口部幅と開口部高さの積を開口箇所面積とする。 

 

  ｋ：透水係数（m/日） 

   既往の透水試験結果に基づいて設定する。 

   

⊿Ｈ：内外水位差（m） 

 未凍結箇所近傍における陸側遮水壁の内側と外側に位置する地下水位観測井

の水位差により算定する。 

 

Ｌ：陸側遮水壁厚さ（m） 

 陸側遮水壁の計画厚さとする。 

 

② ①で求めた各未凍結箇所からの地下水流入量を合計（７箇所）して，地下水流入

量（Ｆ1ｂ）を算出し，地下水遮断率を評価する。 

 

     Ｆ1ｂ ＝ Σ（Ｑi） （ｉ＝１～７）  ｉ：未凍結箇所 
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２．サブドレンの広範囲な停止について 

「サブドレンの広範囲な停止」の発生とは，建屋周辺毎（図－２）に過半数のサブドレ

ンにおいて，水位が低下することによりサブドレンポンプ停止水位（L値）を連続的に下

回った状態となった場合とする。但し，水質・機器メンテナンス等の理由により人為的に

停止しているサブドレンは除く。 

 

 

図－２ 建屋周辺サブドレン位置図 

 

以上 
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別紙－９ 

地下水位の回復方策 

 

１．概要 

「サブドレンのポンプ停止バックアップ位置（LL値）の警報」が発報した場合において，

「建屋－サブドレン水位差」を確保するため，早急な対応が必要と判断された場合の実施方

策及びその妥当性を示す。 

 

２．注水による地下水位の回復・維持 

 陸側遮水壁内に設置した注水井から注水することで，建屋周辺地下水位の低下を抑制す

る。 

 注水による地下水位の回復・維持を目的に陸側遮水壁内に 33孔注水井を設けている。注

水設備の構造について，図－１に示す。 

 注水井は,内径 450mm，深さ 10～20m 程度で中粒砂岩層および埋戻し土を対象に全体で最

大約 360m3/日の水を供給できる構造となっている。 

 注水配管は，本管から分岐した枝管を通じて各注水井に水を供給する構造となっている。 

各注水井に対して電磁流量計・電磁弁・水位計を設置しており，注水井１孔毎の計測デー

タを取り込み，免震重要棟にて遠隔監視・操作が可能となっている。また，電磁弁が故障し

た等の場合には，手動バルブで注水井に水を供給する。 

注水井は図－２のように配置し，注水を行う。全ての注水井において，設計最大量（10L/

分以上）の注水が可能であることを確認している。 
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図－１ 注水設備 構造概要 

 

 

※サブドレンの配置は参考であり，H28.3 時点のもの 

図－２ 注水井の配置 

 

 

主排気ﾌｧﾝ建屋

#1R/B

#2R/B #3R/B #4R/B

#1T/B #2T/B #3T/B #4T/B

注水配管

注水タンク

ポンプ

電磁流量計

Ｎ

免震棟

注水配管（本管）

注水配管（枝管）

手動バルブ

電磁弁水位計

電磁流量計注水井

LI

陸側遮水壁

注水井（33孔）

サブドレン（42孔）

T.P.+33.5m 

T.P.+8.5m 
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３．陸側遮水壁（山側）へのブライン供給の停止 

 陸側遮水壁（山側）へのブライン供給を停止し，陸側遮水壁（山側）の凍土を融解させる

ことで，山側からの地下水流入を回復する。 

 

４．陸側遮水壁（山側）の部分撤去 

陸側遮水壁（山側）の一部分を強制的に撤去することで，山側からの地下水流入を回復す

る。陸側遮水壁（山側）の部分撤去方法を以下に示す。 

・撤去方法：ボーリングマシーンによる削孔後，削孔箇所に砕石等を充填 

・撤去期間：（準備作業）約 0.7 ヶ月，（撤去作業）約 1ヶ月 

 

準備作業 

・ブライン供給停止後，陸側遮水壁（山側）上部の配管類を撤去。 

・ボーリングマシーン，削孔プラント等を手配，据え付け。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 配管類撤去箇所の例 
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撤去作業 

・撤去箇所それぞれでボーリング削孔を行い，削孔箇所に砕石等を充填。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-４ ボーリング削孔（イメージ） 

 

【削孔手順例】 

(1) 凍土中心部（①～④）を削孔，砕石等充填，ケーシング引抜き。 

(2) 凍土壁内側及び外側（⑤）を削孔，砕石等充填。ケーシングは残置。 

(3) 凍土壁内側及び外側（⑤）の手順(2)の完了後，残置したケーシング引抜き。 

凍土壁内側と外側の水位差に応じて，地下水が流入。 

 

 

 

 

 

 

 

図-５ ボーリング削孔手順例 

 

 

  

凍土厚：約2m
残存凍土

削孔順序

残存凍土
5

5

地下水流

1～4
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５．地下水位回復方策の妥当性 

 

【検討内容】 

陸側遮水壁（山側）閉合後，地下水位の予期せぬ低下が起きた場合に，地下水位を回復さ

せるのに要する期間について，想定外の最悪の条件（山側からの地下水流入がない第三段階

を想定）で検討した。 

・地下水位の予期せぬ低下の発生要因：海側遮水壁の遮水性喪失 

・陸側遮水壁：（山側）遮水性 100%（初期状態），（海側）遮水性 0%（継続） 

・降雨：降雨がない期間が継続 

・建屋滞留水水位：1号タービン建屋最低排水レベル（T.P.+0.7m (O.P.+2.2m)）まで滞

留水移送による低下実施（低下速度：0.01m/日） 

・目標地下水位回復レベル：T.P.+1.7m  

(O.P.+3.2m，1号機タービン建屋最低排水レベル+1m) 

・異常時に以下の対策を施した場合の地下水位回復期間を評価 

(1) 注水井からの注水 

(2) 凍結運転停止 

(3) 陸側遮水壁（山側）の部分撤去 

 

【検討結果】 

(1) 注水井からの注水 

①計算条件 

・地下水位低下確認後，注水井への注水開始。同時に建屋滞留水水位低下開始。 

・注水した地下水が建屋周辺まで到達，到達後サブドレン水位が上昇。 

 

 

図－６ 注水井への注水 計算条件 

 

(ア) 注水量Ｑ 

・約 360m3/日（一定流量継続） 

陸側遮水壁（山側）

▽ O.P.+10m(T.P.+8.5m)

①注水量 Q

中粒砂岩層透水係数
k：3.4*10-3cm/s

注水井

建屋

約98m

②到達期間 T

約11m
▽ O.P.+2.8m

(T.P.+1.3m)
（水位回復前）

▽ O.P.+5.6m
(T.P.+4.1m)

（水位回復前）

泥質部
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注）総注水量のうち，3/4 が 10m 盤水位（サブドレン水位），1/4が 4m 盤水位に寄与すると仮定した。 

(イ) 到達期間Ｔ：約1.9ヶ月 

断面積は定常状態でバランスする水位 ，奥行き延長は一様（約 500m）を仮定して，

陸側遮水壁（山側）～建屋周辺まで地下水が到達し，建屋周辺の地下水が上昇し始める

までの期間を算定。 

 

②計算結果 

注水井からの注水により地下水位を回復させる場合，「地下水位低下前の水位（建屋

滞留水水位+1m）」まで地下水位が回復するまでに必要な期間は約 3.9 ヶ月（到達期間：

約 1.9 ヶ月 + 地下水位回復：約 2ヶ月）となる。建屋周辺の地下水位（サブドレン水

位）は 1号機タービン建屋最低排水レベル（T.P.+0.7m(O.P.+2.2m)）以上であり，水位

は逆転しない。 

 

 

 

図－７ 注水井からの注水 計算結果 

 

 

 

  

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

0 30 60 90 120 150 180 210 240 270 300 330 360

ベース：SD水位

ベース：建屋水位

注水：SD水位

水位(O.P.+m)

閉合完了後の経過日数（日）

↓注水開始

到達期間T：
約1.9ヶ月

地下水位回復：
約2ヶ月

注水による上昇

↓注水（約360m3/day）

1号タービン建屋
最低排水レベル：
O.P.+2.2m
(T.P.+0.7m)

目標地下水位回復レベル：O.P.+3.2m(T.P.+1.7m)

3.0水位(T.P.+m)

0

0.5

1

1.5

2

2.5
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(2) 凍結運転停止 

①計算条件 

・水位低下確認後，凍結運転を停止。同時に建屋滞留水水位低下開始。 

・凍結運転停止後，2 ヶ月後に地表-2m，3 ヶ月後に地表-3m の凍土が融解※1（地表-

3m 以深の融解は考えない），融解範囲より地下水が越流。 

※1 小規模凍土実証試験結果による（詳細は参考１参照） 

・越流した地下水が建屋周辺まで到達，到達後サブドレン水位が上昇。 

 

 

図－８ 凍土の自然融解 計算条件 

 

(ア) 越流量Ｑ 

定常一次元地下水流を仮定し，越流量を算定。 

・2 ヶ月後：約 70m3/日（延長 500m，地表-2m 融解），L=9m,H=0.9(=8.9-8)m,h0=0m 

・3ヶ月後以降：約300m3/日（延長500m，地表-3m融解），L=9m,H=1.9(=8.9-7)m,h0=0m 

注）2～3ヶ月間は一定速度で G.L.-2～3m の範囲が融解し，それに応じて越流量が増加するものとした。 

 

図-９ 定常一次元地下水流における水頭と流量 

 

(イ) 到達期間Ｔ：約1.2ヶ月 

断面積は定常状態でバランスする水位 ，奥行き延長は一様（約 500m）を仮定して，

陸側遮水壁（山側）～建屋周辺まで地下水が到達し，建屋周辺の地下水が上昇し始める

までの期間を算定。 

▽ O.P.+8.9m(T.P.+7.4m)
（SD稼働前までの平均値）

陸側遮水壁（山側）の残存凍土

融解範囲（2ヶ月後：G.L.-2m，3ヶ月後：G.L.-3m）▽ O.P.+10m(T.P.+8.5m)

①越流量 Q

中粒砂岩層透水係数
k：3.4*10-3cm/s

水位観測井～陸側遮水壁
（山側）の平均距離L：約9m

山側水位観測井

建屋

約109m

②到達期間 T

2ヶ月後：O.P.+8m(T.P.+6.5m)，
▽ 3ヶ月後：O.P.+7m(T.P.+5.5m)

▽ O.P.+2.3m (T.P.+0.8m)（水位回復前）

▽ O.P.+7m(T.P.+5.5m)
（水位回復前）

泥質部

「地下水工学（河野,1989）」より引用，加筆 

ここで， 

Ｑ：流量，ｋ：透水係数， 

Ｈ：x=0 での水頭，ｈ0：x=L での水頭 
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②計算結果 

凍結運転停止・自然融解により地下水位を回復させる場合，「地下水位低下前の水位

（建屋滞留水水位+1m）」まで地下水位が回復するまでに必要な期間は，約 8.1 ヶ月（自

然融解：約 3ヶ月 + 到達期間：約 1.2 ヶ月 + 地下水位回復：約 3.9 ヶ月）である。建

屋周辺の地下水位（サブドレン水位）は 1号機タービン建屋最低排水レベル（T.P.+0.7m 

(O.P.+2.2m)）以上であり，水位は逆転しない。 

 

 

 

図－１０ 凍土の自然融解 計算結果 

  

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

0 30 60 90 120 150 180 210 240 270 300 330 360

ベース：SD水位

ベース：建屋水位

融解：SD水位

水位(O.P.+m)

閉合完了後の経過日数（日）

↓凍結運転停止

自然融解：

G.L.-2m：約2ヶ月
G.L.-3m：約3ヶ月

1号タービン建屋
最低排水レベル：
O.P.+2.2m
(T.P.+0.7m)

目標地下水位回復レベル：O.P.+3.2m(T.P.+1.7m)

地下水位回復：
約3.9ヶ月程度

越流による上昇

到達期間T：
約1.2ヶ月

↓越流（2ヶ月後：約70m3/day→3ヶ月後以降：約300m3/day）

3.0水位(T.P.+m)

0

0.5

1

1.5

2

2.5
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(3) 陸側遮水壁（山側）の部分撤去 

①計算条件 

・水位低下確認後，部分撤去作業を準備（約 0.7 ヶ月），撤去作業を実施（約 1ヶ月）。

同時に建屋滞留水水位低下開始。 

・部分撤去作業開始後， 撤去範囲（深度：地表より約-10m）より地下水が流入。 

・流入した地下水が建屋周辺まで到達，到達後サブドレン水位が上昇。 

 

 

図－１１ 凍土の部分撤去 計算条件 

 

(ア) 流入量Ｑ 

撤去箇所からの流入を注水井からの注水時の定常地下水流と仮定し，以下の算定式

により流入量を算定。 

・約 470m3/日（撤去延長 10m×5 箇所とした場合） 

hw=8.9m,h0=2.7m,R=109m,rw=3.2m（撤去延長 10m に相当する井戸半径） 

注）撤去期間中は撤去延長分に相当する流入量を段階的に増加し算定。また，地下水位の回復に応じて流入量

は減少するものとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-１２ 注水井からの注水時の定常地下水流 

 

▽ O.P.+8.9m(T.P.+7.4m)
（SD稼働前までの平均値）

陸側遮水壁（山側）の残存凍土

撤去範囲（G.L.-10m）▽ O.P.+10m(T.P.+8.5m)

①流入量 Q

中粒砂岩層透水係数
k：3.4*10-3cm/s

山側水位観測井

建屋

約109m

②到達期間 T

▽ O.P.+2.7m
(T.P.+1.2m)

（水位回復前）泥質部
▽ O.P.±0m(T.P.-1.5m)

「根切り工事と地下水-調査・設計から施工まで-（地盤工学会,1991）」より引用 

撤去範囲
延長10m/箇所

残存凍土

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
撤去箇所からの流入イメージ 
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(イ) 到達期間Ｔ：（撤去完了後）約0.6ヶ月 

撤去範囲からの流入が定常状態でバランスする体積を仮定し，陸側遮水壁（山側）～

建屋周辺まで地下水が到達して，建屋周辺の地下水が上昇し始めるまでの期間を算定。 

 

②計算結果 

凍土の部分撤去実施により地下水位を回復させる場合，「地下水位低下前の水位（建

屋滞留水水位+1m）」まで地下水位が回復するまでに必要な期間は，約 3.1 ヶ月（撤去作

業準備・実施：約 1.7 ヶ月 + 到達期間：約 0.6 ヶ月 + 地下水位回復：約 0.8 ヶ月）と

なる。建屋周辺の地下水位（サブドレン水位）は 1 号タービン建屋最低排水レベル

（T.P.+0.7m(O.P.+2.2m)）以上であり，水位は逆転しない。 

 

 

 

図－１３ 凍土の部分撤去 計算結果 

  

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

0 30 60 90 120 150 180 210 240 270 300 330 360

ベース：SD水位

ベース：建屋水位

撤去：SD水位

水位(O.P.+m)

閉合完了後の経過日数（日）

↓撤去開始

撤去作業：約1ヶ月
地下水位回復：約0.8ヶ月程度

流入による上昇

到達期間T：約0.6ヶ月

↓流入：段階的に増加→約470m3/day（地下水位の回復に伴い減少）

準備：約0.7ヶ月

1号タービン建屋
最低排水レベル：
O.P.+2.2m
(T.P.+0.7m)

目標地下水位回復レベル：O.P.+3.2m(T.P.+1.7m)

3.0水位(T.P.+m)

0

0.5

1

1.5

2

2.5
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参考１ 

 

小規模凍土実証試験における凍土融解期間 

 

1～４号機建屋西側(共用プール西側)で実施された小規模凍土実証試験※では，冷凍機の

運転停止後 2 ヶ月程度で地表から 2m 程度，3 ヶ月程度で地表から 3m 程度の深さが融解し

た。 

※ 資源エネルギー庁公募「平成 25年度発電用原子炉等廃炉・安全技術基盤整備事業

（地下水の流入抑制のための凍土方式による遮水技術に関するフィージビリテ

ィ・スタディ事業）」のうち①凍土方式の小規模遮水壁実証試験 

 

 

図－１４ 小規模凍土実証試験結果 

 

 

以上 
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別紙－10 

 

第二段階における陸側遮水壁（山側）の未凍結箇所の一部閉合（Ⅰ）の評価 

 

１．概要 

第二段階において，第一段階フェーズ 2 で凍結対象外としていた山側の７箇所の未凍結

箇所（図－１）のうち，一部（西側①と西側⑤）を閉合する場合に，閉合後に陸側遮水壁閉

合域内への地下水流入量が確保され，建屋内外水位の逆転は生じないことについて評価し

た。 

なお，未凍結箇所の一部閉合（Ⅰ）後の地下水流況についても，本評価方法を用いて建屋

内外水位の逆転が起こらないことを確認していく。 

また，一部閉合（Ⅱ）の実施期間については，別紙－１１の評価方法を用いて，建屋内外

水位の逆転が起こらないことを確認していく。 

 

図－１ 第二段階 一部閉合（Ⅰ）実施箇所 

 

２．未凍結箇所の一部閉合（Ⅰ）の評価 

山側からの地下水は「凍結に至っていない箇所※１」と「未凍結箇所」から流入してい

る。評価にあたっては，一部閉合（Ⅰ）後に「凍結に至っていない箇所」が全て凍結して

地下水流入が無くなる状態を想定して，一部閉合（Ⅰ）を実施した箇所以外の残りの「未

凍結箇所」からの陸側遮水壁閉合域内への地下水流入により，建屋内外水位の逆転は起こ

らないことを確認する。 

※１：第一段階フェーズ２で凍結対象としていた範囲で凍結に至っていない箇所 

#1T/B

#1R/B

#2T/B

#2R/B

#3T/B

#3R/B

#4T/B

#4R/B

陸側遮水壁（山側）
北側一部

未凍結箇所（未凍結長さ計：約32m（山側総延長：約860mの約4%），5箇所）Ｎ

西側① 西側② 西側③ 西側④
西側⑤

南側
北側

陸側遮水壁（海側）

陸側遮水壁（山側）

約４ｍ

約９ｍ 約７ｍ 約８ｍ

約４ｍ

※図中の数値は各未凍結箇所の未凍結長さ：一部閉合する未凍結箇所

約６ｍ
約７ｍ

：一部閉合（Ⅰ）を実施する未凍結箇所
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(1) 未凍結箇所を２箇所閉合した場合の地下水流入の減少割合 

山側の未凍結箇所からの流入量を，実測値（2016.8～9）に基づいて評価※２した（図

－２）。その結果，未凍結箇所のうち西側①と西側⑤を閉合した場合，その閉合割合は，

想定流量比や延長比から未凍結全箇所の 30%未満になるものと想定される（表－１）。

そこで評価にあたっては，２箇所閉合後の地下水流入量の減少割合を保守的に 30%と設

定する。 

※２：通水面積（中粒砂岩層・互層部）と内外水位差・透水係数（平均値）を用いたダルシー則により評価し

た。 

 

図－２ 山側の未凍結箇所からの想定流入量 

 

表－１ 山側の未凍結箇所の区間延長と想定流入量 
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(2) 一部閉合（Ⅰ）後の建屋周辺への地下水流量の想定 

一部（西側①と西側⑤）閉合後の建屋周辺への地下水流量について，以下に示す２ケ

ースで評価した。 

 

（ケース１）第一段階フェーズ２の閉合が進み，かつ降雨が少ない期間（2016.8.1～

8.15）の実測値に基づいて，今後４m 盤への地下水移動量（Ｃ２）が，

閉合が進むとともに減少する場合 

 

(ケース２)ケース１よりも山側の凍結に至っていない箇所の凍結が進んだ期間

（2016.10.13～10.27）の実測値に基づいて，閉合後の４m盤への地下水  

移動量（Ｃ２）が，閉合前と同程度とした場合 
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[ケース１] 

ケース１における，一部（西側①と西側⑤）閉合後の建屋周辺への地下水流量について，

以下のように評価した。 

 

（ア）閉合前の山側からの地下水流入量の想定 

閉合前の山側からの地下水流入量を，第一段階フェーズ２の閉合が進み，かつ降雨が

少ない期間（2016.8.1～8.15）の実測値に基づいて評価した。その結果，山側からの流

入量は 690m3/日程度と想定される（図－３）。 

 

 

 

図－３ 一部閉合（Ⅰ）前の山側からの地下水流入量の想定（ケース１） 

 

（イ）一部閉合（Ⅰ）後の残りの未凍結箇所からの地下水流入量の想定 

山側からの地下水流入量には，(a)凍結に至っていない箇所と，(b)７箇所の計画的な

未凍結箇所からの流入があり，(a)(b)からの流入量については，山側からの地下水流入

量のそれぞれの通水面積比より想定する。そのうち，(a)からの流入は凍結が進めばな

くなることから，閉合後の残りの未凍結箇所からの地下水流入量は，(b)からの流入量

に未凍結箇所を２箇所閉じた場合の地下水流入の減少割合（約 30％）を乗じた値とし

た。 
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その結果，未凍結箇所の２箇所（西側①，西側⑤）を閉合後，残り 5箇所の未凍結箇

所からの地下水流入量は 240m3/日程度と想定される（図－４）。 

 

 

図－４ 一部閉合（Ⅰ）後の残りの未凍結箇所からの地下水流入量の想定（ケース１） 

 

（ウ）一部閉合（Ⅰ）後の建屋周辺への地下水流入量の想定 

一部閉合（Ⅰ）後に山側からの地下水流入量が 240m3/日に減少した場合でも，サブド

レン稼働（Ａ２）と建屋への地下水流入（Ｂ２）が継続するための地下水が建屋周辺へ供

給されていることを評価し，サブドレン稼働の調整により建屋内外水位の逆転が生じ

ない運用が可能であることを確認する。なお，閉合後の地下水収支の想定にあたっては，

以下の点に留意した。 

 

・４ｍ盤への地下水の移動量（Ｃ２）は，閉合が進むとともに今後減少し，30m3/日 

※５になるものとした。 

・閉合後の降雨涵養量（Ｅ１２）は，過去（1977～2015 年）の年間最小降雨量に基づ

き 90m3/日とした。 

 

その結果，建屋周辺への地下水供給量（サブドレンくみ上げ量（Ａ２）と建屋流入量

（Ｂ２）の合計値）は，300m3/日程度と想定される（図－５）。 

 

※５：４ｍ盤への地下水移動量（Ｃ２）は，実測値の状況に応じて評価していく。 

 

 

実測に基づく
面積（m2）

面積比 備考

(a)凍結に至っていない箇所 4８0 0.51 ・面積は2016.8.15時点の実測
・中粒砂岩・埋戻土，互層部に設置
された温度計を対象（構造物内と
地下水位以浅を除く）
・互層部の砂岩と泥岩の割合 4：6(b)未凍結箇所 470 0.49

(b)計画的な
未凍結箇所

(a)凍結に至って
いない箇所

凍結箇所 凍結していない箇所

（凍結に至っていない箇所および未凍結箇所からの流入量の想定）

（山側からの地下水流入箇所）

現状 未凍結2箇所閉合後

山側からの地下水流入量 Fn（(a)＋(b)） 690 240

(a)凍結に至っていない箇所からの流入量
350

（0.51）※３
0

(b)未凍結箇所からの流入量
340

（0.49）※３
240※４

※３：括弧内は面積比
※４：現状の未凍結箇所からの流入量の30%減

（単位：m3/日）
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図－５ 一部閉合（Ⅰ）後の山側からの地下水流入量の想定（ケース１） 
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[ケース２] 

ケース２における，一部（西側①と西側⑤）閉合後の建屋周辺への地下水流量について，

以下のように評価した。 

 

（ア）閉合前の山側からの地下水流入量の想定 

閉合前の山側からの地下水流入量を，ケース１よりも山側の凍結に至っていない箇

所の凍結が進んだ期間（2016.10.13～10.27）の実測値に基づいて評価した。その結果，

山側からの流入量は 620m3/日程度と想定される（図－６）。 

 

 

図－６ 一部閉合（Ⅰ）前の山側からの地下水流入量の想定（ケース２） 

 

（イ）一部閉合（Ⅰ）後の残りの未凍結箇所からの地下水流入量の想定 

ケース１（イ）と同様に，一部（西側①と西側⑤）閉合後の残りの未凍結箇所からの

地下水流入量を想定した結果，残り 5 箇所の未凍結箇所からの地下水流入量は 300m3/

日程度と想定される（図－７）。 

 

 

 

 

 



 
Ⅱ-2-6-添 15-116 

 

 

図－７ 一部閉合（Ⅰ）後の残りの未凍結箇所からの地下水流入量の想定（ケース２） 

 

（ウ） 一部閉合（Ⅰ）後の建屋周辺への地下水流入量の想定 

一部閉合（Ⅰ）後に山側からの地下水流入量が 300m3/日に減少した場合でも，サブド

レン稼働（Ａ２）と建屋への地下水流入（Ｂ２）が継続するための地下水が建屋周辺へ供

給されていることを評価し，サブドレン稼働の調整により建屋内外水位の逆転が生じ

ない運用が可能であることを確認する。なお，閉合後の地下水収支の想定にあたっては，

以下の点に留意した。 

 

・４ｍ盤への地下水の移動量（Ｃ２）は，閉合前の期間（2016.10.13～10.27）と同程

度とした。 

・閉合後の降雨涵養量（Ｅ１２）は，過去（1977～2015 年）の年間最小降雨量に基づ

き 90m3/日とした。 

 

その結果，建屋周辺への地下水供給量（サブドレンくみ上げ量（Ａ２）と建屋流入量

（Ｂ２）の合計値）は，150m3/日程度と想定される（図－８）。 
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図－８ 一部閉合（Ⅰ）後の山側からの地下水流入量の想定（ケース２） 

 

(3) 評価結果 

西側①，西側⑤の一部閉合（Ⅰ）後に山側未凍結箇所からの地下水流入量が 30%減少

した場合の地下水収支を想定して，サブドレンくみ上げ量と建屋流入量を確認した結

果，合計でケース１は 300m3/日程度，ケース２は 150m3/日程度となる。建屋流入量と内

外水位差の関係（期間：2016.1～2016.9）から，建屋内外水位差が１ｍの場合における

建屋流入量は 100m3/日程度と想定されるため（図－９），一部閉合（Ⅰ）後も陸側遮水

壁内側への地下水流入量は十分に確保されサブドレン稼働が継続（汲み上げ量は，ケー

ス１は 200m3/日程度，ケース２は 50m3/日程度）し,建屋内外水位の逆転は生じないと

評価した。 

上記より，未凍結箇所のうち西側①と西側⑤を閉合しても，地下水位管理上，問題と

はならないとものと考えられる。 
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図－９ 建屋内外水位差と建屋流入量の関係（期間：2016.1～2016.9） 

 

 

以上 

（
m
3 /
d）
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別紙－11 

 

第二段階における陸側遮水壁（山側）の未凍結箇所の一部閉合（Ⅱ）の評価 

 

１．概要 

第一段階フェーズ 2 および第二段階一部閉合（Ⅰ）で凍結対象外としていた山側の５箇

所の未凍結箇所（図－１）のうち，一部（北側，西側②，西側④，南側）の閉合後において

も陸側遮水壁閉合域内への地下水流入量が確保され，建屋内外水位の逆転は生じないこと

について評価した。 

なお，未凍結箇所の一部閉合（Ⅱ）の実施期間における地下水流況についても，本評価方

法を用いて建屋内外水位の逆転が起こらないことを確認していく。 

 

 

図－１ 第二段階 一部閉合（Ⅱ）実施箇所 

 

２．未凍結箇所の一部閉合（Ⅱ）の評価 

山側からの地下水は「凍結に至っていない箇所※１」と「未凍結箇所」から流入してい

る。評価にあたっては，一部閉合（Ⅱ）の実施期間に「凍結に至っていない箇所」が全て

凍結して地下水流入が無くなる状態を想定して，一部閉合（Ⅱ）実施箇所以外の残りの

「未凍結箇所（西側③）」からの陸側遮水壁閉合域内への地下水流入により，建屋内外水

位の逆転は起こらないことを確認する。 

※１：第一段階フェーズ２および一部閉合（Ⅰ）で凍結対象としていた範囲で凍結に至っていない箇所 
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(1) 一部閉合（Ⅱ）の実施期間における建屋周辺への地下水流量の想定 

一部閉合（Ⅱ）（北側，西側②，西側④，南側）の実施期間における建屋周辺への地

下水流量について，下記の通り評価した。 

 

（ア）閉合前の山側からの地下水流入量の想定 

一部閉合（Ⅱ）実施前の山側からの地下水流入量を，一部閉合（Ⅰ）開始後の期間

（2017.1.6～1.19）の実測値に基づいて評価した。その結果，山側からの流入量は690m3/

日程度と想定される（図－２）。 

 

 

図－２ 一部閉合（Ⅱ）実施前の山側からの地下水流入量の想定 

 

（イ）一部閉合（Ⅱ）の実施期間における凍結箇所からの地下水流入量の想定 

山側からの地下水流入量には，(a)凍結に至っていない箇所（第一段階，第二段階一

部閉合（Ⅰ））と，(b)5 箇所の計画的な未凍結箇所からの流入があり，(a)(b)からの流

入量については，山側からの地下水流入量のそれぞれの通水面積比より想定する。その

うち，(a)からの流入は凍結が進めばなくなることから，閉合後の残りの未凍結箇所か

らの地下水流入量は，(b)からの流入量に未凍結箇所を 4箇所閉じた場合の通水面積比

を乗じた値とした。 
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その結果，未凍結箇所の 4 箇所（北側，西側②，西側④，南側）を閉合後，残り 1箇

所の未凍結箇所（西側③）からの地下水流入量は 120m3/日程度と想定される（図－３）。 

 

 

図－３ 一部閉合（Ⅱ）の実施期間における残りの未凍結箇所からの地下水流入量の想定 

 

（ウ）一部閉合（Ⅱ）の実施期間における建屋周辺の地下水位変動の想定 

一部閉合（Ⅱ）の実施期間に山側からの地下水流入量が 120m3/日に減少した場合で

も，サブドレン稼働と建屋への地下水流入が継続するための地下水が建屋周辺へ供給

されていることを評価し，建屋内外水位の逆転が生じない運用が可能であることを確

認する。なお，閉合開始後の地下水位変動の想定にあたっては，以下の点に留意した。 

 

・今後，建屋滞留水位を T.P.+0.43 まで徐々に低下するとともに，サブドレンの設定

水位（L 値）を建屋水位低下に伴い建屋水位+1m とすると仮定した。 

・建屋への地下水流入量（Ｂ1）は，建屋内外水位差の減少に伴い減少するものとし

た。（図－４） 

・４ｍ盤への地下水の移動量（Ｃ１）は，陸側遮水壁（海側）の内外水位差の減少に

伴い減少するものとした。（図－５） 

・閉合後の降雨涵養量（Ｅ１１）は，過去（1977～2015 年）の 12 か月間累積最小降

雨を用いた。 

 

 

 

現状に基づいた一部閉合(Ⅱ)後の山側からの地下水流入量の想定

現状
一部閉合(Ⅱ)(北側・西側②・④・南側)

閉合後の想定

未凍結面積※1 流入量 未凍結面積 流入量

m2 % m3/日 m2 m3/日

山側全体 (a)＋(b) 400 100 690※2 70 120

(a)凍結に至っていない箇所
（第一段階，第二段階（一部閉合(Ⅰ)））

60 15 100 0 0

(b)未凍結箇所（5箇所→1箇所） 340 85 590 70 120
※1：2017.1.16の0℃以上の領域の通水面積

中粒砂岩，埋戻土，互層部に設置された測温点を対象（構造物内と地下水位以浅を除く）
互層部の砂岩と泥岩の割合 4：6

※2：2017.1.6～2017.1.19の地下水収支より
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図－４ 建屋内外水位差と建屋流入量の関係（期間：2016.1～2017.1） 

 

 

 

図－５ 海側注水井水位-地下水ドレン水位と 4m盤流入量の関係 

（期間：2016.7～2017.1） 
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その結果，一部閉合（Ⅱ）の効果が現れ，未凍結箇所からの流入量が 120m3/日となっ

た後においても，サブドレンの稼働は継続し，また建屋内外水位差は 1m以上確保され

ると想定される（図－６）。 

  

 

図－６ 一部閉合（Ⅱ）の実施期間における建屋周辺の地下水位変動の想定 

 

(2) 評価結果 

北側，西側②，西側④，南側閉合後に，山側未凍結箇所からの地下水流入量が減少し

た場合の地下水収支を確認した結果，サブドレンの稼働は継続し，建屋周辺の地下水位

はサブドレン設定水位（L値）よりも高い位置で推移すると想定されることから，建屋

内外水位の逆転は生じないと評価した。 

上記より，未凍結箇所のうち北側，西側②，西側④，南側を閉合しても，地下水位管

理上，問題とはならないとものと考えられる。 

 

以上 
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別紙－１２ 

 

注水・散水用水の確保 

 

１．概要 

早急な対応が必要と判断された場合や，降雨が少ない時期が継続する等の場合における，

地下水涵養の方策として注水・散水の実施にあたり，用水の確保について示す。 

 

２．用水の確保 

注水・散水に使用可能な用水として，坂下ダムから所内へ導水している原水と，原水を水

源とする浄水設備（処理能力：600m3/日程度）より給水される浄水がある。浄水は，凍結プ

ラントの冷却補給水に使用しており，残りを注水と散水に使用する。 

原水の水源である坂下ダムにおける当社の最大使用可能量は 11,000m3/日である。また，

浄水設備への給水とは別に，坂下ダムから所内までの導水管から分岐して，水処理設備付近

へ原水を直接導水していることから，仮に浄水から注水(最大量約 360m3/日)した場合にお

いても，原水の直接供給分を含めると，約 240m3/日※以上は散水等へ利用可能であり，注水

や散水の用水は確保されている。 

※降水量換算で約 3.8mm/日程度（240m3/64,000m2≒0.0038m） 
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図 水供給設備および供給ルート概要 

 

以上 
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別紙－13 

 

陸側遮水壁（山側）の完全閉合の評価 

 

１．概要 

第一段階フェーズ 2 および第二段階で凍結対象外としていた未凍結箇所である西側③の

閉合後においても，建屋内外水位の逆転は生じないことについて評価した。 

なお，第三段階（完全閉合）の実施期間における地下水流況についても，本評価方法を用

いて建屋内外水位の逆転が起こらないことを確認していく。 

 

 

図－１ 第三段階（完全閉合）における閉合実施箇所 

 

２．第三段階（完全閉合）の評価 

山側からの地下水は「凍結に至っていない箇所※１」と「未凍結箇所（西側③）」から流

入している。評価にあたっては，第三段階（完全閉合）の実施期間に「凍結に至っていな

い箇所」および「未凍結箇所（西側③）」が全て凍結し，地下水流入が無くなる状態を想

定しても，建屋内外水位の逆転は起こらないことを確認する。 

※１：第一段階フェーズ２および第二段階一部閉合（Ⅰ），（Ⅱ）で凍結対象としていた範囲で凍結に至っていない

箇所 

 

(1) 第三段階（完全閉合）の実施期間における建屋周辺の地下水位変動の想定 

第三段階（完全閉合）の実施期間における建屋周辺の地下水位変動について，下記の

通り想定される。 
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（ア）閉合前の山側からの地下水流入量の想定 

第三段階（完全閉合）実施前の山側からの地下水流入量を，第二段階一部閉合（Ⅱ）

開始後の期間（2017.5.1～5.31）の実測値に基づいて評価した。その結果，山側からの

流入量は 580m3/日程度と想定される（図－２）。 

 

 

図－２ 第三段階（完全閉合）実施前の山側からの地下水流入量の想定 

 

（イ）第三段階（完全閉合）の実施期間における山側からの地下水流入量の想定 

山側からの地下水流入量には，(a)凍結に至っていない箇所（第一段階，第二段階一

部閉合（Ⅰ），（Ⅱ））と，(b)1 箇所の計画的な未凍結箇所からの流入がある。 

(a)からの流入は凍結が進めばなくなること，閉合後には(b)からの流入量もなくな

ることから，山側からの地下水流入量は 0m3/日となると仮定した。 

 

（ウ）第三段階（完全閉合）の実施期間における建屋周辺の地下水位変動の想定 

第三段階（完全閉合）の実施期間における山側からの地下水流入量が 0m3/日となった

場合でも，サブドレン稼働と建屋への地下水流入が継続することを評価し，建屋内外水

位の逆転が生じない運用が可能であることを確認する。なお，閉合開始後の地下水位変

動の想定にあたっては，以下の点に留意した。 
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・今後，建屋滞留水位を T.P.-0.036m まで徐々に低下するとともに，サブドレンの設

定水位（L値）を建屋水位低下に伴い建屋水位+0.9m とすると仮定した。 

・建屋への地下水流入量（Ｂ）は，建屋内外水位差の減少に伴い減少するものとした。

（図－３） 

・４ｍ盤への地下水の移動量（Ｃ）は，陸側遮水壁（海側）の内外水位差の減少に伴

い減少するものとした。（図－４） 

・閉合後の降雨涵養量（Ｅ１）は，過去（1977～2016 年）の 24か月間累積最小降雨

を用いた。 

 

図－３ 建屋内外水位差と建屋流入量の関係（期間：2016.1～2017.5） 

 

 

図－４ 海側注水井水位-地下水ドレン水位と 4m盤流入量の関係 

（期間：2016.7～2017.5） 
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その結果，完全閉合の効果が現れ，山側からの地下水流入量が 0m3/日となった後にお

いても，サブドレンの稼働は継続し，また建屋内外水位差は 0.9m 以上確保されると想

定される（図－５）。 

  

 

図－５ 第三段階（完全閉合）の実施期間における建屋周辺の地下水位変動の想定 

 

(2) 評価結果 

第三段階（完全閉合）後に，山側からの地下水流入量が 0m3/日となった場合の地下水

収支を確認した結果，サブドレンの稼働は継続し，建屋周辺の地下水位はサブドレン設

定水位（L 値）よりも高い位置で推移すると想定されることから，建屋内外水位の逆転

は生じないと評価した。 

上記より，未凍結箇所（西側③）を閉合しても，地下水位管理上，問題とはならない

とものと考えられる。 

 

以上 


